
新

素案を作成した。農地

規

パトロールによ

、規模

完

拡大の意向がある農業

了

者とのマッチングを行

事

う り遊休農地の実態把

業

握に努め、今後の利用

ゼ

に関する調

。併せて遊

ロ

休農地解消のPRのた

予

め遊休農地解消モデル

算

査を行い、規模拡大の

事

意向がある農業者との

業

マッチン

事業の実施。

担

また、市長へ意見書の

当

提出した。 グと遊休農

者

地解消モデル事業によ

全

るPRを実施した。

令

体

和 6年度　実績 令和

計

 7年度　予定

地域計

画

画策定のため地域での

経

協議の場を開催した。

費

農地パトロールにより

区

遊休農地の実態把握に

分

努めると

農地パトロー

内

ルにより遊休農地の実

線

態把握に努め、今 とも

事

に今後の農地利用に関

務

する意向調査を実施し

事

、規

後の農地利用に関

業

する意向調査を行い、

名

規模拡大の意 模拡大の

所

意向がある農業者への

　

マッチングにつなげる

　

向がある農業者へのマ

属

ッチングにつなげる。

施

また、市 。併せて遊休

　

農地解消のPRのため

　

モデル事業を実施す

長

策

へ農業施策に関する意

会

見書を提出した。 る。

計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 長野寛

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 ３７７２

事務事業名 4351 農業委員会運営費

所　　属 500100 農業委員会事務局・農業委員会事務局

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060101 農林水産業費・農業費・農業委員会費
科目

事業 040000 農業委員会運営費

事業目的 事業概要・効果 

農業委員会活動の円滑な運営と体制の整備を図り、地 地域の農業振興と農業経営の安定を図るため、農業振

域農業の振興に努める。 興対策部会、農地対策部会、農業後継者対策部会、情

報研修委員会を設置し、現地視察や調査研究活動を実

施。また、関係機関との連携や行政への意見の提出等

を実施。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令

内

和 2年度　実績 令和

部

 3年度　実績

農地パ

評

トロールにより遊休農

価

地の実態把握に努め、

【

所 農地パトロールによ

二

り遊休農地の実態把握

次

に努め、所

用者の今後

】

の利用や賃借等に関す

1

る意向調査を実施し 用

頁

者の今後の利用や賃借

令

等に関する意向調査を

和

実施し

、規模拡大の意

　

向がある農業者とのマ

７

ッチングを行う 、規模

年

拡大の意向がある農業

度

者とのマッチングを行

　

う

。併せて遊休農地解

行

消のPRのため遊休農

政

地解消モデル 。併せて

評

遊休農地解消のPRの

価

ため遊休農地解消モデ

事

ル

事業の実施。また、

業

市長へ意見書の提出し

別

た。 事業の実施。また

シ

、市長へ意見書の提出

ー

した。

令和 4年度　

ト

実績 令和 5年度　実

実

績

農地パトロールによ

計

り遊休農地の実態把握

対

に努め、所 地域計画策

象

定のため農振農用地所

評

有者へ意向調査を行

用

価

者の今後の利用や賃借

対

等に関する意向調査を

象

実施し い目標地図の粗



その他 0 406

一般財源 4,568 7,088

正規職員 0.9 1.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 1.0 1.2

正規職員 6,411.6 7,836.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 2,277.0 2,732.4

計 8,688.6 10,568.8

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 14,520.6 19,467.8

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

姉妹都市交流事業土産代14
7節  報償費 14

大豆、そば等脱粒機修繕料

内

105、消耗品費11

部

3
10節 需用費 21

評

8

農地台帳システムデ

価

ータ更新業務委託料1

【

65、システム保守業

二

務委託料462
12節

次

 委託費 627

14節

】

 工事請負費 0

須高地

2

区協議会負担金225

頁

、県農委女性協議会負

指

担金5、１９市会長・

 

事務
18節 負担金補

標

助及び交付金 245
局

 

長会議出席負担金（春

名

・秋）15

会計年度報

算

酬2,423、職員手

　

当875、共済費50

　

3、旅費263、交際

式

費17、役務
その他 4

単

,728
費193、使

位

用料及び賃借料454

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 5,832 8,899

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 1,264 1,405

財 源 地方債 0 0



委

メント

・事業の成果は

託

上がっているか

・目標

費

に対する達成度は十分

1

か

有 効 性 ・市民生

4

活上の課題解決に貢献

節

しているか 大変有効

・

 

行政内部の管理上の課

工

題解決に貢献している

事

か

・事業の目的が達成

請

できるような事業内容

負

になっているか

農業者

費

の高齢化、後継者・担

1

い手不足による遊休農

8

地の発生防止・解消は

節

市全体の課題である

評

 

   価

コメント

・成

負

果を落とさずにコスト

担

を削減する方法はある

金

か

効 率 性 ・効率性

補

向上に努めているか や

助

や向上

・使用料などの

及

受益者負担や補助対象

び

事業の範囲など、財源

交

確保の余地はないか

・

付

令和７年度からの市統

金

合型GISシステム事

そ

業者の更新に合わせ、

の

市独自の農地台帳シス

他

テムから全国統一の

農

Ｃ

業委員会サポートシス

Ｈ

テムへ切替により、市

Ｅ

独自システムにかかる

Ｃ

保守業務及びデータ更

Ｋ

新業務が不要とな
評 

個

  価
る

コメント

振り

別

返り（決算年度の取組

評

み課題）

（１）農地利

価

用最適化の推進：遊休

項

農地の発生防止と解消

目

に向けて、認定農業者

評

をはじめとする地域の

価

中の中核的担い手

の確

観

保と新規就農者の確保

点

及び育成、農地中間管

評

理事業を活用とした農

価

地の集積化の推進が重

内

要になっている。（２

容

）非

農地判断の実施：

・

農地利用状況調査によ

市

り再生利用が困難と判

民

定された農地の非農地

の

判断を行い、守るべき

生

農地を明確に

する必要

命

がある。（３）地域計

・

画のブラッシュアップ

財

：令和７年３月末に策

産

定された地域計画につ

を

いて、実践していく中

守

で地域農業者や関係機

る

関が話し合い更に良い

た

ものとしていく必要が

め

ある。

市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

姉妹都市及び先進地視

令

察研修土産代20
7節

和

  報償費 20

消耗品

 

費78、食糧費3、修

7

繕料35
10節 需用

年

費 116

国の農地シス

度

テム用地番図データ作

当

成業務委託料55
12

初

節 委託費 55

14節

予

 工事請負費 0

須高地

算

区協議会負担金225

　

、県農委女性協議会負

事

担金5、１９市会長・

業

事務
18節 負担金補

費

助及び交付金 240
局

の

長会議出席負担金（春

内

・秋）10

会計年度報

訳

酬4,340、職員手

主

当1,422、共済費

な

875、旅費638、

節

交際費30、役
その他

金

8,468
務費191

額

、使用料及び賃借料9

内

72

ＣＨＥＣＫ

個別評

容

価

項目 評価観点 評価内

7

容

・市民の生命・財産

節

を守るため市が実施す

 

ることが必要不可欠な

 

事業であるか

・行政内

報

部の管理運営上必要な

償

事業であるか

必 要 

費

性 ・市が主体となり実

1

施すべき事業か 必要不

0

可欠

・法的な根拠や公

節

的関与の妥当性はある

 

か

・目的は結果（施策

需

の目指す理想）に結び

用

ついているか

遊休農地

費

の解消、担い手への農

1

地集積、新規参入者の

2

促進と農地利用最適化

節

に向けた活動のため必

 

要不可欠

評   価

コ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

生産者の高齢化や後継者不足により担い手が減少する 生産者の高齢化や後継者不足により担い手

内

が減少する

中、管理し

部

きれない農地の増加が

評

見込まれる。農業委 中

価

、管理しきれない農地

【

の増加が見込まれる。

二

農業委

員だけでなく農

次

地利用推進委員ととも

】

に、市内の農地 員だけ

4

でなく農地利用推進委

頁

員とともに、市内の農

Ａ

地

の利用最適化に向け

Ｃ

て推進していく必要が

Ｔ

ある。 の利用最適化に

Ｉ

向けて推進していく必

Ｏ

要がある。

外部評価

次

Ｎ

年度以降の方向性

外部

１

評価コメント

次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 丸山茂樹

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3412

事務事業名 4155 中山間施設管理事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060102 農林水産業費・農業費・農業総務費
科目

事業 040000 中山間施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

中山間地域が活性化するための交流施設の管理を指定 中山間地域交流施設を適切に維持管理し、活性化に資

管理者に委託する。 することができた。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

豊丘活性化施設、塩野ふれあい広場、米子農村公園、 豊丘活性化施設、塩野ふれあい広場、米子農村公園、

中山間地施設整備事業

内

委託について、指定管

部

理者に委 中山間地施設

評

整備事業委託について

価

、指定管理者に委

託し

【

、施設の運営を図った

二

。 託し、施設の運営を

次

図った。

令和 4年度

】

　実績 令和 5年度　

1

実績

豊丘活性化施設、

頁

塩野ふれあい広場、米

令

子農村公園、 豊丘活性

和

化施設、塩野ふれあい

　

広場、米子農村公園、

７

中山間地施設整備事業

年

委託について、指定管

度

理者に委 中山間地施設

　

整備事業委託について

行

、指定管理者に委

託し

政

、施設の運営を図った

評

。 託し、施設の運営を

価

図った。

令和 6年度

事

　実績 令和 7年度　

業

予定

豊丘活性化施設、

別

塩野ふれあい広場、米

シ

子農村公園、 豊丘活性

ー

化施設、塩野ふれあい

ト

広場、米子農村公園、

実

中山間地施設整備事業

計

委託について、指定管

対

理者に委 中山間地施設

象

整備事業委託について

評

、指定管理者に委

託し

価

、施設の運営を図った

対

。 託し、施設の運営を

象

図る。



源 2,322 2,047

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 712.4 712.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 712.4 712.4

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 3,034.4 2,759.4

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

修繕料825
10節 需用費 825

施設管理委託料85　指定管理者委託料1,339
12節 委託費 1,424

14節 

内

工事請負費 0

18節 

部

負担金補助及び交付金

評

0

機器賃借料73
その

価

他 73

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,322 2,047

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

トを削減する方法はあ

託

るか

効 率 性 ・効率

費

性向上に努めているか

1

変わらない

・使用料な

4

どの受益者負担や補助

節

対象事業の範囲など、

 

財源確保の余地はない

工

か

一部施設は使用料の

事

改定予定。他について

請

も指定管理料について

負

要検討。

評   価

コ

費

メント

振り返り（決算

1

年度の取組み課題）

施

8

設の地元への譲渡又は

節

廃止を検討していく。

 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料550
10節 需用

和

費 550

施設管理委託

 

料85　指定管理者委

7

託料1,339
12節

年

 委託費 1,424

1

度

4節 工事請負費 0

1

当

8節 負担金補助及び

初

交付金 0

機器賃借料 

予

73
その他 73

ＣＨＥ

算

ＣＫ

個別評価

項目 評価

　

観点 評価内容

・市民の

事

生命・財産を守るため

業

市が実施することが必

費

要不可欠な事業である

の

か

・行政内部の管理運

内

営上必要な事業である

訳

か

必 要 性 ・市が主

主

体となり実施すべき事

な

業か やや低い

・法的な

節

根拠や公的関与の妥当

金

性はあるか

・目的は結

額

果（施策の目指す理想

内

）に結びついているか

容

利用者が限られている

7

ため、市による管理運

節

営の必要性を検討する

 

べきである

評   価

 

コメント

・事業の成果

報

は上がっているか

・目

償

標に対する達成度は十

費

分か

有 効 性 ・市民

1

生活上の課題解決に貢

0

献しているか 有効

・行

節

政内部の管理上の課題

 

解決に貢献しているか

需

・事業の目的が達成で

用

きるような事業内容に

費

なっているか

利用者に

1

対しては十分なサービ

2

スの提供ができている

節

評   価

コメント

・

 

成果を落とさずにコス



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小） 次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

施設を譲与の方向で地元区と協議していく 設置当初の目的が薄れてきている。市で所有している

内

必要性が無くなってい

部

く施設もあり、積極的

評

に施設の

譲渡を進める

価

必要がある。

外部評価

【

次年度以降の方向性

外

二

部評価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

環境保全型農業直接支

規

払交付金の推 能支払交

完

付金、環境保全型農業

了

直接支払交付金の推進

事

進、⑦長野地域連携協

業

議会への参画など 、⑦

ゼ

長野地域連携協議会へ

ロ

の参画など

令和 6年

予

度　実績 令和 7年度

算

　予定

①そば収穫用機

事

械製粉機の貸付、②水

業

路の維持管理補 ①そば

担

収穫用機械製粉機の貸

当

付、②水路の維持管理

者

補

助金の交付、③用水

全

確保補助金の交付、④

体

地域計画の 助金の交付

計

、③用水確保補助金の

画

交付、④地域計画の

策

経

定準備、⑤須高農業振

費

興会議での活動、⑥多

区

面的機 策定準備、⑤須

分

高農業振興会議での活

内

動、⑥多面的機

能支払

線

交付金、環境保全型農

事

業直接支払交付金の推

務

進 能支払交付金、環境

事

保全型農業直接支払交

業

付金の推進

、⑦長野地

名

域連携協議会への参画

所

など 、⑦長野地域連携

　

協議会への参画など

　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 丸山茂樹

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3412

事務事業名 4158 農業振興対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 010000 農業振興対策事業

事業目的 事業概要・効果 

各種農業振興事業を実施し、農業の維持発展を図る。 補助金等を交付し、地域住民の活動を支援している。

 農業関係機関と連携し、新たな担い手の確保等を推進

している。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

①そば収穫用機械製粉機の貸付、②水路の維持管理補 ①そば収穫用機械製粉機の貸付、②水路の維持管理補

内

助金の交付、③用水確

部

保補助金の交付、④人

評

・農地プ 助金の交付、

価

③用水確保補助金の交

【

付、④人・農地プ

ラン

二

の推進、⑤須高農業振

次

興会議での活動、⑥多

】

面的 ランの推進、⑤須

1

高農業振興会議での活

頁

動、⑥多面的

機能支払

令

交付金、環境保全型農

和

業直接支払交付金の推

　

機能支払交付金、環境

７

保全型農業直接支払交

年

付金の推

進、⑦長野地

度

域連携協議会への参画

　

など 進、⑦長野地域連

行

携協議会への参画など

政

令和 4年度　実績 令

評

和 5年度　実績

①そ

価

ば収穫用機械製粉機の

事

貸付、②水路の維持管

業

理補 ①そば収穫用機械

別

製粉機の貸付、②水路

シ

の維持管理補

助金の交

ー

付、③用水確保補助金

ト

の交付、④人・農地プ

実

助金の交付、③用水確

計

保補助金の交付、④地

対

域計画の

ランの推進、

象

⑤須高農業振興会議で

評

の活動、⑥多面的 策定

価

準備、⑤須高農業振興

対

会議での活動、⑥多面

象

的機

機能支払交付金、



 値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 52,024 68,523

国庫支出金 100 150

特 定 都道府県支出金 28,489 39,360

財 源 地方債 0 0

その他 35 30

一般財源 23,400 28,983

正規職員 2.2 1.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計

内

年度（パート） 0.6

部

0.0

正規職員 15,

評

672.8 9,973

価

.6

人　員 会計年度（

【

フル） 0.0 0.0

コ

二

スト 会計年度（パート

次

） 1,366.2 0.

】

0

計 17,039.0

2

9,973.6

市民一

頁

人当たりの経費 1.3

指

1.5

総額 69,06

 

3.0 78,496.

標

6

（単位：千円）

令和

 

 6年度決算　事業費

名

の内訳

主な節 金額 内容

算

7節  報償費 0

燃料

　

費60
10節 需用費

　

60

委託料200
12

式

節 委託費 200

14

単

節 工事請負費 0

負担

位

金905　補助金14

年

,752　交付金32

　

,363
18節 負担

　

金補助及び交付金 48

度

,020

報酬1,93

令

6　職員手当等260

和

　共済費389　旅費

 

50　償還金12
その

3

他 3,744

年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 支援制度を利用した耕作放棄地解消面積

算　　式 57.5ha（2019年現状値）＋年4.16ha【累計】 単位 ha

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 62.5 67.5 72.5 77.5 82.5
目 標 値

実 績 63.3 66.5 69.1 72.6

指標選定 農業従事者の高齢化、担い手の不足、有害鳥獣による農作物被害等による耕作放棄地の拡大を防止する。

の 理 由

最終年度 2019年度の解消面積57.5haを基準とし、2021年度以降毎年約4.16haの解消を目指す。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標



委

な対策となっている。

託

評   価

コメント

・

費

成果を落とさずにコス

1

トを削減する方法はあ

4

るか

効 率 性 ・効率

節

性向上に努めているか

 

変わらない

・使用料な

工

どの受益者負担や補助

事

対象事業の範囲など、

請

財源確保の余地はない

負

か

国の補助金等に左右

費

されるが、現状では効

1

率性は変わっていない

8

。

評   価

コメント

節

振り返り（決算年度の

 

取組み課題）

果樹を中

負

心とした農業の振興及

担

び農地の維持のため、

金

引き続き市による取り

補

組みを進める必要があ

助

る。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

燃料

令

費85
10節 需用費

和

85

委託料300
12

 

節 委託費 300

14

7

節 工事請負費 0

負担

年

金560　補助金12

度

,580　交付金51

当

,120
18節 負担

初

金補助及び交付金 64

予

,260

報酬2,45

算

6　職員手当等862

　

　共済費509　旅費

事

51
その他 3,878

業

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

費

目 評価観点 評価内容

・

の

市民の生命・財産を守

内

るため市が実施するこ

訳

とが必要不可欠な事業

主

であるか

・行政内部の

な

管理運営上必要な事業

節

であるか

必 要 性 ・

金

市が主体となり実施す

額

べき事業か 高い

・法的

内

な根拠や公的関与の妥

容

当性はあるか

・目的は

7

結果（施策の目指す理

節

想）に結びついている

 

か

農業は経済性だけで

 

は図れないため行政の

報

関与はひきつづき重要

償

である。

評   価

コ

費

メント

・事業の成果は

1

上がっているか

・目標

0

に対する達成度は十分

節

か

有 効 性 ・市民生

 

活上の課題解決に貢献

需

しているか 有効

・行政

用

内部の管理上の課題解

費

決に貢献しているか

・

1

事業の目的が達成でき

2

るような事業内容にな

節

っているか

事業効果は

 

十分に上げており有効



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

農業農村の維持に必要な事業で引き続き実施していく 農業の基盤である農地や農村の維持保全は

内

必要であり

、今後も継

部

続して取組必要がある

評

。

外部評価

次年度以降

価

の方向性

外部評価コメ

【

ント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 杉原成

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3415

事務事業名 4160 鳥獣被害防止対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 020000 鳥獣被害防止対策事業

事業目的 事業概要・効果 

地域、集落の現状と出没鳥獣の全体を把握し、最も有 ・サル・イノシシ用の電気柵・防護柵購入、維持管理

効な手立て（電気柵、わな、檻、緩衝帯整備など）を ・緩衝帯整備に関する事業

検討し、鳥獣被害を最小限に留め、農業者の営農意欲 ・有害鳥獣駆除業務

の持続に勤める。  

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度

内

　実績

電気柵　1.6

部

9㎞ 電気柵　1km

緩

評

衝帯整備　0.6ha

価

緩衝帯整備　１ha

令

【

和 4年度　実績 令和

二

 5年度　実績

電気柵

次

　0.6km 電気柵　

】

0.86km

緩衝帯整

1

備　1.5ha 緩衝帯

頁

整備　1ha

令和 6

令

年度　実績 令和 7年

和

度　予定

電気柵　0.

　

64km 電気柵　1k

７

m

緩衝帯整備　1.5

年

ha 緩衝帯整備　1.

度

5ha

　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



0 0

その他 380 380

一般財源 17,395 21,396

正規職員 0.9 0.8
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.9 0.9

正規職員 6,411.6 5,699.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 2,049.3 2,049.3

計 8,460.9 7,748.5

市民一人当たりの経費 0.6 0.7

総額 31,648.9 34,146.5

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

有害鳥獣駆除報償金5,817
7節  報償費 5,817

野ねず

内

み駆除実施薬剤478

部

10節 需用費 478

評

緩衝帯整備委託4,4

価

64
12節 委託費 4

【

,464

電気柵設置工

二

事921
14節 工事

次

請負費 921

須坂市有

】

害鳥獣駆除対策協議会

2

負担金1,097
18

頁

節 負担金補助及び交

指

付金 1,137
猟友会

 

補助金40

電気柵材料

標

費4,998 その他

 

5,373
その他 10

名

,371

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 23,188 26,398

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 5,413 4,622

財 源 地方債



委

大変有効

・行政内部の

託

管理上の課題解決に貢

費

献しているか

・事業の

1

目的が達成できるよう

4

な事業内容になってい

節

るか

電気柵の管理等に

 

より、鳥獣と人の生活

工

圏の棲み分けを行って

事

いる。

電気柵を設置す

請

る前と比較すると大幅

負

に農業被害が減少して

費

いる。
評   価

コメ

1

ント

・成果を落とさず

8

にコストを削減する方

節

法はあるか

効 率 性

 

・効率性向上に努めて

負

いるか 変わらない

・使

担

用料などの受益者負担

金

や補助対象事業の範囲

補

など、財源確保の余地

助

はないか

年々、報償費

及

が増加しており、見直

び

していく必要がある

評

交

   価

コメント

振り

付

返り（決算年度の取組

金

み課題）

電気柵による

そ

農作物の被害軽減が成

の

果を上げているが、老

他

朽化や地域住民の高齢

Ｃ

化による管理負担の増

Ｈ

大が課題となって

いる

Ｅ

ため引き続き取り組み

Ｃ

を進める必要がある。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

有害鳥獣駆除報奨金4

令

,000
7節  報償

和

費 4,000

野ねずみ

 

駆除実施薬剤460 

7

その他96
10節 需

年

用費 556

緩衝帯整備

度

委託5,700
12節

当

 委託費 5,700

電

初

気柵設置工事1,70

予

0　
14節 工事請負

算

費 1,700

須坂市有

　

害鳥獣駆除対策協議会

事

負担金1,000
18

業

節 負担金補助及び交

費

付金 1,050
猟友会

の

補助金50

電気柵材料

内

費7,500ほか そ

訳

の他2,383
その他

主

13,392
報酬3,

な

509

ＣＨＥＣＫ

個別

節

評価

項目 評価観点 評価

金

内容

・市民の生命・財

額

産を守るため市が実施

内

することが必要不可欠

容

な事業であるか

・行政

7

内部の管理運営上必要

節

な事業であるか

必 要

 

 性 ・市が主体となり

 

実施すべき事業か 高い

報

・法的な根拠や公的関

償

与の妥当性はあるか

・

費

目的は結果（施策の目

1

指す理想）に結びつい

0

ているか

鳥獣による農

節

業被害、人身被害を最

 

小限にするために実施

需

していくべきである

評

用

   価

コメント

・事

費

業の成果は上がってい

1

るか

・目標に対する達

2

成度は十分か

有 効 

節

性 ・市民生活上の課題

 

解決に貢献しているか



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

人口減少、産業構造の変化、地球温暖化などにより有 野生鳥獣による被害は耕作意欲の減退にも

内

つながるた

害鳥獣を含

部

む鳥獣の個体数は増加

評

傾向にある、引き続 め

価

、電気柵などの有効な

【

防御が必要不可欠。

き

二

電気柵の維持管理する

次

とともに必要に応じて

】

有害鳥 電気柵の維持管

4

理に対する負担も課題

頁

だが今後も継続

獣を駆

Ａ

除する必要がある。 し

Ｃ

て取組必要がある。

外

Ｔ

部評価

次年度以降の方

Ｉ

向性

外部評価コメント

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

15組に給付 農給付金

規

)を16組に給付

令和

完

 4年度　実績 令和 

了

5年度　実績

1　新規

事

就農に向けて研修を受

業

ける者に月2万円（国

ゼ

の 1　新規就農に向け

ロ

て研修を受ける者に月

予

2万円（国の

新規就農

算

者育成総合対策準備資

事

金受給者には月1万5

業

千 新規就農者育成総合

担

対策準備資金受給者に

当

は月1万5千

円）を2

者

6名に給付 円）を20

全

名に給付

2　新規就農

体

者育成総合対策　経営

計

開始資金を12組、 2

画

　新規就農者育成総合

経

対策経営開始資金を1

費

5組、

経営発展支援事

区

業により4組へ機械等

分

の補助 経営発展支援事

内

業により5組へ機械等

線

の補助

令和 6年度　

事

実績 令和 7年度　予

務

定

1　新規就農に向け

事

て研修を受ける者に月

業

2万円（国の 1　新規

名

就農に向けて研修を受

所

ける者に月2万円（国

　

の

新規就農者育成総合

　

対策準備資金受給者に

属

は月1万5千 新規就農

施

者育成総合対策準備資

　

金受給者には月1万5

　

千

円）を14名に給付

策

円）の給付

2　新規就

会

農者育成総合対策経営

計

開始資金等を20組、

予

2　新規就農者育成総

算

合対策経営開始資金及

科

び経営発

経営発展支援

目

事業等を6組へ補助 展

科

支援事業による補助

目
事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中村祐也

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3412

事務事業名 4161 農業後継者対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 030000 農業後継者対策事業

事業目的 事業概要・効果 

　農業従事者の高齢化、後継者不足の状況の中、多様 　農業経営を開始した青年農業者への支援として、新

な担い手の確保・育成し、支援していく。 規就農者育成総合対策　経営開始資金を給付する。収

 入が不安定な経営開始後の所得を確保するものとして

、1人当たり年間150万円（夫婦型は225万円）を最長

３年間給付する。また、経営発

内

展支援事業により、経

部

営開始資金を受給して

評

いる場合最大375万

価

円、受給し

ていない場

【

合最大750万円の機

二

械等の購入を補助。研

次

修期間中の者には、県

】

から新規就農者育成総

1

合対策経

営準備資金が

頁

支給される。どちらの

令

給付金も国からの

補助

和

金が財源であるが、そ

　

のほかに市独自の支援

７

を行

い、新規就農者を

年

確保する。

ＰＬＡＮ－

度

ＤＯ

年度実績及び予定

　

令和 2年度　実績 令

行

和 3年度　実績

1　

政

新規就農に向けて研修

評

を受ける者に月2万円

価

（国の 1　新規就農に

事

向けて研修を受ける者

業

に月2万円（国の

農業

別

次世代人材投資資金準

シ

備型受給者には月1万

ー

5千円 農業次世代人材

ト

投資資金準備型受給者

実

には月1万5千円

）を

計

24名に給付 ）を24

対

名に給付

2　農業次世

象

代人材投資資金 経営

評

開始型（旧 青年就 2

価

　農業次世代人材投資

対

資金 経営開始型（旧

象

 青年就

農給付金)を



指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 72,825 72,381

国庫支出金 400 400

特 定 都道府県支出金 59,730 63,000

財 源 地方債 0 0

その他 11,587 372

一般財源 1,108 8,609

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 3,562.0 3,562.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 3,562.0 3,

内

562.0

市民一人当

部

たりの経費 1.5 1.

評

5

総額 76,387.

価

0 75,943.0

（

【

単位：千円）

令和 6

二

年度決算　事業費の内

次

訳

主な節 金額 内容

7節

】

  報償費 0

光熱水費

2

171
10節 需用費

頁

171

12節 委託費

指

0

14節 工事請負費

 

0

負担金800　補助

標

金71,739
18節

 

 負担金補助及び交付

名

金 72,539

役務費

算

43　土地借上料72

　

その他 115

　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 1年目の新規就農研修給付金給付者数

算　　式 年間10人×5年間＋現状値（57人） 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 67 77 87 97 107
目 標 値

実 績 72 84 92 99

指標選定 後継者不足の中、新規就農者を確保する必要があり、研修を開始する者の数（累計）を指標とした。

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績



委

コメント

・成果を落と

託

さずにコストを削減す

費

る方法はあるか

効 率

1

 性 ・効率性向上に努

4

めているか 変わらない

節

・使用料などの受益者

 

負担や補助対象事業の

工

範囲など、財源確保の

事

余地はないか

国の補助

請

事業に左右されるため

負

、大幅な事業効率化は

費

難しい。

評   価

コ

1

メント

振り返り（決算

8

年度の取組み課題）

新

節

規就農者は増加してお

 

り、今後の農業担い手

負

育成のためにも引き続

担

き市で取り組みを進め

金

ていく必要がある。

補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費40　光熱水費3

和

44
10節 需用費 3

 

84

12節 委託費 0

7

14節 工事請負費 0

年

負担金800　補助金

度

71,080
18節 

当

負担金補助及び交付金

初

71,880

役務費4

予

3　土地借上料74
そ

算

の他 117

ＣＨＥＣＫ

　

個別評価

項目 評価観点

事

評価内容

・市民の生命

業

・財産を守るため市が

費

実施することが必要不

の

可欠な事業であるか

・

内

行政内部の管理運営上

訳

必要な事業であるか

必

主

 要 性 ・市が主体と

な

なり実施すべき事業か

節

高い

・法的な根拠や公

金

的関与の妥当性はある

額

か

・目的は結果（施策

内

の目指す理想）に結び

容

ついているか

高齢化に

7

伴う担い手育成は全国

節

的な課題となっている

 

ため必要性は高い。

評

 

   価

コメント

・事

報

業の成果は上がってい

償

るか

・目標に対する達

費

成度は十分か

有 効 

1

性 ・市民生活上の課題

0

解決に貢献しているか

節

大変有効

・行政内部の

 

管理上の課題解決に貢

需

献しているか

・事業の

用

目的が達成できるよう

費

な事業内容になってい

1

るか

新規就農者は着実

2

に増えており、事業効

節

果は大変に有効である

 

と考える。

評   価



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

農業従事者は減少していく傾向が続くため、農業の担 農業の担い手不足は喫緊の課題。今のとこ

内

ろ就農希望

い手の確保

部

は重要な課題であるが

評

、農業の本質を理解 者

価

も比較的多い状況だが

【

、今後中期的には高齢

二

者の離

し地域の者と良

次

好な人間関係を築ける

】

者へ支援をして 農が見

4

込まれ更なる担い手の

頁

確保が必要となるため

Ａ

継

いく必要がある。 続

Ｃ

して確保に努める必要

Ｔ

がある。

外部評価

次年

Ｉ

度以降の方向性

外部評

Ｏ

価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 丸山茂樹

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3412

事務事業名 4162 農業経営基盤強化対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 040000 農業経営基盤強化対策事業

事業目的 事業概要・効果 

地域の中心的な農業者である認定農業者を支援し、農 農業者の経営を安定させるため農地集積や研修を支援

業活性化すること している。

農業者の大規模化や経営安定に効果がある。

国の補助制度を活用して担い手確保の観点から農業用

機械施設導入を支援した。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

認

内

定農業者 126人 認

部

定農業者 130人

担

評

い手確保・経営強化支

価

援事業補助金による支

【

援

令和 4年度　実績

二

令和 5年度　実績

認

次

定農業者 154人 認

】

定農業者 142人

担

1

い手確保・経営強化支

頁

援事業補助金による支

令

援 担い手確保・経営強

和

化支援事業補助金によ

　

る支援

令和 6年度　

７

実績 令和 7年度　予

年

定

認定農業者 146

度

人 農業サポートセンタ

　

ーの運営

担い手確保・

行

経営強化支援事業補助

政

金による支援 樹園地拡

評

大事業（農業後継者対

価

策事業より移行）

事業別シート

実計対象 評価対象



令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,017 14,262

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 370 20

財 源 地方債 0 0

その他 252 459

一般財源 3,395 13,783

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.6 0.3

正規職員 3,562.0 3,562.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,366.2 683.1

計 4,928.2 4,245.1

市民一人当たりの経費 0.2 0.4

総額 8,945.2 18,507.1

（単位：

内

千円）

令和 6年度決

部

算　事業費の内訳

主な

評

節 金額 内容

7節  報

価

償費 0

10節 需用費

【

0

12節 委託費 0

1

二

4節 工事請負費 0

1

次

8節 負担金補助及び

】

交付金 13

報酬248

2

0　職員手当等905

頁

　共済費390
その他

指

4,004

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 認定農業者数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 130 130 130 130 130
目 標 値

実 績 130 154 160 146

指標選定 地域の担い手として重要な役割を果たす認定農業者の数を指標とした。

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度



委

ズも高く、農業基盤の

託

強化に貢献できている

費

。

評   価

コメント

1

・成果を落とさずにコ

4

ストを削減する方法は

節

あるか

効 率 性 ・効

 

率性向上に努めている

工

か 変わらない

・使用料

事

などの受益者負担や補

請

助対象事業の範囲など

負

、財源確保の余地はな

費

いか

多額の予算の有す

1

る事業ではないが、職

8

員の創意工夫により効

節

率的に事業を執行でい

 

ている。

評   価

コ

負

メント

振り返り（決算

担

年度の取組み課題）

農

金

地の利用集積など基盤

補

強化に一定の効果をあ

助

げており、引き続き市

及

で取り組みを進めてい

び

く必要がある。

交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費80
10節 需用

和

費 80

12節 委託費

 

0

14節 工事請負費

7

0

負担金14　補助金

年

10,000
18節 

度

負担金補助及び交付金

当

10,014

報酬2,

初

139　職員手当等7

予

35　共済費470　

算

旅費46　役務費12

　

1
その他 4,168

Ｃ

事

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

業

評価観点 評価内容

・市

費

民の生命・財産を守る

の

ため市が実施すること

内

が必要不可欠な事業で

訳

あるか

・行政内部の管

主

理運営上必要な事業で

な

あるか

必 要 性 ・市

節

が主体となり実施すべ

金

き事業か 高い

・法的な

額

根拠や公的関与の妥当

内

性はあるか

・目的は結

容

果（施策の目指す理想

7

）に結びついているか

節

農業経営の安定化を進

 

めるために農地利用集

 

積を進める必要があり

報

、引き続き市で取り組

償

みを進めていく必要

が

費

ある。
評   価

コメ

1

ント

・事業の成果は上

0

がっているか

・目標に

節

対する達成度は十分か

 

有 効 性 ・市民生活

需

上の課題解決に貢献し

用

ているか 有効

・行政内

費

部の管理上の課題解決

1

に貢献しているか

・事

2

業の目的が達成できる

節

ような事業内容になっ

 

ているか

農業者のニー



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

農地を農地として有効活用していない地権者や不在地 農業における農地や施設といった生産基盤

内

の強化は経

主へ何らか

部

の働きかけはできない

評

か。 営意欲の向上のた

価

めに必要。有利な国県

【

補助事業など

の情報提

二

供、活用の促進などを

次

通じ稼げる経営体とな

】

るよう支援していく必

4

要がある。

外部評価

次

頁

年度以降の方向性

外部

Ａ

評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小池祐希

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3412

事務事業名 4163 遊休農地解消対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 050000 遊休農地解消対策事業

事業目的 事業概要・効果 

農業者の高齢化等による減少や、鳥獣害等により増加 補助金を交付し、遊休農地の解消、拡大防止を図る。

している遊休農地の解消及び拡大防止を図る。  

中山間地域において集落協定を結び、農地の維持を図

る。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

遊休農地解消面積　26,360㎡ 遊休農地解消面積

内

　32,064㎡

中山

部

間集落協定面積　24

評

7,337㎡ 中山間集

価

落協定面積　247,

【

337㎡

令和 4年度

二

　実績 令和 5年度　

次

実績

遊休農地解消面積

】

　32,286㎡ 遊休

1

農地解消面積　26,

頁

127㎡

中山間集落協

令

定面積　247,33

和

7㎡ 中山間集落協定面

　

積　247,337㎡

７

令和 6年度　実績 令

年

和 7年度　予定

遊休

度

農地解消面積　35,

　

324㎡ 遊休農地解消

行

面積　50,000㎡

政

中山間集落協定面積　

評

247,337㎡ 中山

価

間集落協定面積　24

事

7,337㎡

業別シート

実計対象 評価対象



 値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 7,957 8,905

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 3,848 3,899

財 源 地方債 0 0

その他 2,614 0

一般財源 1,495 5,006

正規職員 0.3 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0

内

.0 0.3

正規職員 2

部

,137.2 3,56

評

2.0

人　員 会計年度

価

（フル） 0.0 0.0

【

コスト 会計年度（パー

二

ト） 0.0 683.1

次

計 2,137.2 4,

】

245.1

市民一人当

2

たりの経費 0.2 0.

頁

3

総額 10,094.

指

2 13,150.1

（

 

単位：千円）

令和 6

標

年度決算　事業費の内

 

訳

主な節 金額 内容

7節

名

  報償費 0

消耗品9

算

、燃料費2
10節 需

　

用費 11

12節 委託

　

費 0

14節 工事請負

式

費 0

負担金200　補

単

助金3,500　交付

位

金5,189
18節 

年

負担金補助及び交付金

　

7,941

役務費（郵

　

便料）5
その他 5

度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 支援制度を利用した耕作放棄地解消面積

算　　式 57.5ha（2019年現状値）＋年4.16ha【累計】 単位 ha

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 62.5 67.5 72.5 77.5 82.5
目 標 値

実 績 63.3 66.5 69.1 72.6

指標選定 農業従事者の高齢化、担い手の不足、有害鳥獣による農作物被害等による耕作放棄地の拡大を防止する。

の 理 由

最終年度 2019年度の解消面積57.5haを基準とし、2021年度以降毎年約4.16haの解消を目指す。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標



委

とさずにコストを削減

託

する方法はあるか

効 

費

率 性 ・効率性向上に

1

努めているか 変わらな

4

い

・使用料などの受益

節

者負担や補助対象事業

 

の範囲など、財源確保

工

の余地はないか

国の補

事

助事業に左右される面

請

も大きいが、市単補助

負

事業も含め効率的な事

費

業執行ができている。

1

評   価

コメント

振

8

り返り（決算年度の取

節

組み課題）

中山間地な

 

ど遊休農地に対する課

負

題は経済性だけでは解

担

決できないため、引き

金

続き市が主体的に取り

補

組んでいく必要があ

る

助

。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費9、燃料費2
10

和

節 需用費 11

12節

 

 委託費 0

14節 工

7

事請負費 0

負担金20

年

0　補助金3,500

度

　交付金5,189
1

当

8節 負担金補助及び

初

交付金 8,889

役務

予

費（郵便料）5
その他

算

5

ＣＨＥＣＫ

個別評価

　

項目 評価観点 評価内容

事

・市民の生命・財産を

業

守るため市が実施する

費

ことが必要不可欠な事

の

業であるか

・行政内部

内

の管理運営上必要な事

訳

業であるか

必 要 性

主

・市が主体となり実施

な

すべき事業か 高い

・法

節

的な根拠や公的関与の

金

妥当性はあるか

・目的

額

は結果（施策の目指す

内

理想）に結びついてい

容

るか

遊休農地の解消は

7

市全体にとって必要不

節

可欠な課題である

評 

 

  価

コメント

・事業

 

の成果は上がっている

報

か

・目標に対する達成

償

度は十分か

有 効 性

費

・市民生活上の課題解

1

決に貢献しているか 有

0

効

・行政内部の管理上

節

の課題解決に貢献して

 

いるか

・事業の目的が

需

達成できるような事業

用

内容になっているか

補

費

助金等の活用により中

1

山間地の耕作の維持及

2

び遊休農地の解消につ

節

ながっている

評   

 

価

コメント

・成果を落



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

中山間地とその他の土地で耕作の前提条件等が異なる 補助金のみの支援ではなく、農地の集約や

内

担い手確保

ため、それ

部

ぞれに最適な支援方法

評

が必要か。 など多面的

価

な観点から事業に取組

【

必要がある。

経費をか

二

けなくても有効な方法

次

がないか検討する。

外

】

部評価

次年度以降の方

4

向性

外部評価コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

験プログラム参加者　

規

219人 農業体験プロ

完

グラム参加者　100

了

人

事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 戸井田尚隆

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3416

事務事業名 4164 産地ブランド推進事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060103 農林水産業費・農業費・農業振興費
科目

事業 060000 産地ブランド推進事業

事業目的 事業概要・効果 

須坂産農産物のブランドイメージの向上、新たな農産 振興果樹の生産拡大による産地ブランドの構築、体験

物のブランド化が求められているほか、グリーンツー 型農業をはじめとしたグリーンツーリズム・地産地消

リズムなど新たな農業の展開を想定した取組みが必要 等の推進もって、ブランド化がすすむ。

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

内

令和 2年度　実績 令

部

和 3年度　実績

新農

評

業創生活動事業補助　

価

3団体　300千円 新

【

農業創生活動事業補助

二

　4団体　395千円

次

振興品種振興事業補助

】

　1500千円 振興品

1

種振興事業補助　15

頁

00千円

農業体験プロ

令

グラム参加者　317

和

人 農業体験プログラム

　

参加者　53人

令和 

７

4年度　実績 令和 5

年

年度　実績

新農業創生

度

活動事業補助　3団体

　

　300千円 新農業創

行

生活動事業補助　3団

政

体　300千円

振興品

評

種振興事業補助　15

価

00千円 振興品種振興

事

事業補助　1500千

業

円

農業体験プログラム

別

参加者　49人 農業体

シ

験プログラム参加者　

ー

80人

令和 6年度　

ト

実績 令和 7年度　予

実

定

新農業創生活動事業

計

補助　3団体　300

対

千円 新農業創生活動事

象

業補助　3団体　30

評

0千円

振興品種振興事

価

業補助　1500千円

対

振興品種振興事業補助

象

　1500千円

農業体



選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 35,655 14,254

国庫支出金 14,617 4,000

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 40 0

一般財源 20,998 10,254

正規職員 1.2 1.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.7 0.0

正規職員 8,548.8 8,548.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,593.9 0.0

計 10,142.7 8,548.8

市

内

民一人当たりの経費 0

部

.9 0.4

総額 45,

評

797.7 22,80

価

2.8

（単位：千円）

【

令和 6年度決算　事

二

業費の内訳

主な節 金額

次

内容

7節  報償費 0

】

消耗品36、印刷製本

2

費319
10節 需用

頁

費 355

12節 委託

指

費 0

14節 工事請負

 

費 0

果実販売イベント

標

事業負担金　3,89

 

2
18節 負担金補助

名

及び交付金 31,66

算

1
農産物等販路拡大推

　

進事業負担金　23,

　

990　ほか3,77

式

9

旅費278、役務費

単

70　ほか3,291

位

その他 3,639

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 グリーンツーリズム体験プログラム参加人数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 100 100 100 100 100
目 標 値

実 績 53 49 80 129

指標選定 農業と観光が連携することで、体験交流型農業の推進を図る。

の 理 由

最終年度 106人（Ｈ28）の参加者を目標に維持をしていく。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標



委

っているか

ふるさと納

託

税返礼品の寄付受け入

費

れ件数の増加など、具

1

体的な成果を上げてい

4

る。

評   価

コメン

節

ト

・成果を落とさずに

 

コストを削減する方法

工

はあるか

効 率 性 ・

事

効率性向上に努めてい

請

るか 変わらない

・使用

負

料などの受益者負担や

費

補助対象事業の範囲な

1

ど、財源確保の余地は

8

ないか

イベントの一部

節

を外部委託するなど、

 

効率性の向上につなげ

負

られている。

評   

担

価

コメント

振り返り（

金

決算年度の取組み課題

補

）

農産物等販路拡大推

助

進事業（須坂市農業再

及

生協議会への負担金）

び

について、2023年

交

度から2024年度の

付

２年間、農産物マル

シ

金

ェを始めとした、様々

そ

な賑わい創出イベント

の

を開催したが、本事業

他

を実施した結果、農産

Ｃ

物の販売を核にした事

Ｈ

業の展

開においては、

Ｅ

農産物を販売したい時

Ｃ

期が、農作業繁忙期と

Ｋ

重なるため積極的に出

個

店できる農業者の確保

別

が難しく、農業

者によ

評

るイベントの自走化は

価

困難という結論に至り

項

、2024年度で終了

目

とした。

評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼3
7節  報償費

令

3

消耗品費70、印刷

和

製本費54
10節 需

 

用費 124

12節 委

7

託費 0

14節 工事請

年

負費 0

果樹振興推進事

度

業負担金　8,000

当

18節 負担金補助及

初

び交付金 9,940
園

予

芸産地育成振興対策事

算

業補助金1,500　

　

ほか440

旅費358

事

、役務費76　ほか3

業

,753
その他 4,1

費

87

ＣＨＥＣＫ

個別評

の

価

項目 評価観点 評価内

内

容

・市民の生命・財産

訳

を守るため市が実施す

主

ることが必要不可欠な

な

事業であるか

・行政内

節

部の管理運営上必要な

金

事業であるか

必 要 

額

性 ・市が主体となり実

内

施すべき事業か 高い

・

容

法的な根拠や公的関与

7

の妥当性はあるか

・目

節

的は結果（施策の目指

 

す理想）に結びついて

 

いるか

須坂市農産物の

報

ブランドイメージ向上

償

のため、引き続き取り

費

組みを進めていく必要

1

がある。

評   価

コ

0

メント

・事業の成果は

節

上がっているか

・目標

 

に対する達成度は十分

需

か

有 効 性 ・市民生

用

活上の課題解決に貢献

費

しているか 有効

・行政

1

内部の管理上の課題解

2

決に貢献しているか

・

節

事業の目的が達成でき

 

るような事業内容にな



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

ブドウ以外の果実のブランド化にも注力し、販売単価 交付金を使った振興事業は終了し、今後、

内

経費を最小

の向上につ

部

なげていく。 限として

評

事業に取り組んでいく

価

必要がある。

関係機関

【

や農家・団体と共創し

二

て高品質な果樹の産地

次

としてPRしていくな

】

ど工夫した戦略が必要

4

。

外部評価

次年度以降

頁

の方向性

外部評価コメ

Ａ

ント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 杉原成

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3415

事務事業名 4165 畜産総合対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060104 農林水産業費・農業費・畜産振興費
科目

事業 010000 畜産総合対策事業

事業目的 事業概要・効果 

　畜産農家の衛生対策の向上等により、家畜伝染病の 　ワクチンの普及、自衛防疫体制の整備及び畜産農家

発生を防ぐ。 の衛生対策の向上等により、家畜伝染病発生の減少に

　そのさと有機センターのメンテナンスの充実を図り 寄与した。

、良質の堆肥を製造する。 　家畜診療所の運営、北信食肉センターの運営に負担

金を交付し、畜産振興・食の安全安心

内

に寄与した。

ＰＬＡＮ

部

－ＤＯ

年度実績及び予

評

定

令和 2年度　実績

価

令和 3年度　実績

そ

【

のさと有機センター施

二

設設備の点検及び撹拌

次

装置修 そのさと有機セ

】

ンター施設設備の点検

1

繕

令和 4年度　実績

頁

令和 5年度　実績

須

令

高家畜防疫協議会と連

和

携し、家畜の予防注射

　

の実施 須高家畜防疫協

７

議会と連携し、家畜の

年

予防注射の実施

そのさ

度

と有機センターの設備

　

点検及び進入路の修繕

行

そのさと有機センター

政

の設備点検及びコンプ

評

レッサー

修繕

令和 6

価

年度　実績 令和 7年

事

度　予定

須高家畜防疫

業

協議会と連携し、家畜

別

の予防注射の実施 須高

シ

家畜防疫協議会と連携

ー

し、家畜の予防注射の

ト

実施

そのさと有機セン

実

ターの設備点検及び修

計

繕 そのさと有機センタ

対

ーの設備の点検

象 評価対象



源 4,622 3,308

正規職員 0.5 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.2

正規職員 3,562.0 2,849.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 455.4 455.4

計 4,017.4 3,305.0

市民一人当たりの経費 0.2 0.1

総額 8,639.4 6,613.0

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品64　修繕料712
10節 需用費 776

機械設備保守点検委託料192
12節 委託費

内

192

14節 工事請

部

負費 0

負担金3,24

評

1
18節 負担金補助

価

及び交付金 3,241

【

土地借上料413
その

二

他 413

次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,622 3,308

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

  価

コメント

・成果

託

を落とさずにコストを

費

削減する方法はあるか

1

効 率 性 ・効率性向

4

上に努めているか 変わ

節

らない

・使用料などの

 

受益者負担や補助対象

工

事業の範囲など、財源

事

確保の余地はないか

そ

請

のさと有機センターの

負

管理についてあり方を

費

見直していく必要があ

1

る

評   価

コメント

8

振り返り（決算年度の

節

取組み課題）

そのさと

 

有機センターの今後に

負

ついて、具体的な話を

担

進めていく必要がある

金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品129　修繕料71

和

2
10節 需用費 92

 

9

委託料610
12節

7

 委託費 610

14節

年

 工事請負費 0

負担金

度

1,365
18節 負

当

担金補助及び交付金 1

初

,365

土地借上料4

予

04
その他 404

ＣＨ

算

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

　

価観点 評価内容

・市民

事

の生命・財産を守るた

業

め市が実施することが

費

必要不可欠な事業であ

の

るか

・行政内部の管理

内

運営上必要な事業であ

訳

るか

必 要 性 ・市が

主

主体となり実施すべき

な

事業か やや低い

・法的

節

な根拠や公的関与の妥

金

当性はあるか

・目的は

額

結果（施策の目指す理

内

想）に結びついている

容

か

そのさと有機センタ

7

ーの管理運営について

節

、市が主体となり行う

 

ものか見直していく必

 

要がある。

評   価

報

コメント

・事業の成果

償

は上がっているか

・目

費

標に対する達成度は十

1

分か

有 効 性 ・市民

0

生活上の課題解決に貢

節

献しているか 有効

・行

 

政内部の管理上の課題

需

解決に貢献しているか

用

・事業の目的が達成で

費

きるような事業内容に

1

なっているか

家畜予防

2

注射の実施により、伝

節

染病等への感染を防ぐ

 

ことができている

評 



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小） 次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

経営対数、頭数ともに減少している。老朽化したその 畜産農家の減少に伴い、事業自体も縮小の

内

方向。

さと有機センタ

部

ー、須坂市が事務局を

評

担っている須高

家畜防

価

疫協議会の事務局のあ

【

り方の見直しが必要か

二

。

外部評価

次年度以降

次

の方向性

外部評価コメ

】

ント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 冨沢文洋

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3517

事務事業名 4195 水路改修事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060201 農林水産業費・農地費・土地改良事業費
科目

事業 010000 水路改修事業

事業目的 事業概要・効果 

水田から果樹への転換が進み、果樹の根腐れ防止のた 地域からの要望の多い老朽水路の更新等による農業生

め排水路の整備や豪雨に対応するため水路の改修を進 産基盤の向上による収入の安定及び水路の整備により

める。 浸水被害の防止をを図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

仁礼町、境沢町・小河原

内

町側溝改修 仁礼町、境

部

沢町・小河原町側溝改

評

修

令和 4年度　実績

価

令和 5年度　実績

境

【

沢町・九反田町・小河

二

原町・高甫地区側溝改

次

修 仁礼・塩川・小河原

】

地区水路改修工事

令和

1

 6年度　実績 令和 

頁

7年度　予定

日滝地区

令

、九反田地区、米子地

和

区側溝改修 日滝地区、

　

村石地区、亀倉地区側

７

溝改修工事

年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



05,000

その他 0 3,500

一般財源 4,021 1,500

正規職員 0.6 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 4,274.4 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 4,274.4 0.0

市民一人当たりの経費 0.9 2.1

総額 47,395.4 110,000.0

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

測量委託業務費1,980
12節 委託費 8,499

改修

内

・修繕工事費19,5

部

74
14節 工事請負

評

費 34,622

18節

価

 負担金補助及び交付

【

金 0

その他 0

二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 43,121 110,000

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 39,100 1



委

・成果を落とさずにコ

託

ストを削減する方法は

費

あるか

効 率 性 ・効

1

率性向上に努めている

4

か やや向上

・使用料な

節

どの受益者負担や補助

 

対象事業の範囲など、

工

財源確保の余地はない

事

か

現地調査した上で効

請

率よく、より経済的な

負

整備に努める

評   

費

価

コメント

振り返り（

1

決算年度の取組み課題

8

）

農業用水路が老朽化

節

している箇所が多く、

 

また水利管理者も高齢

負

化が進み定期管理もま

担

まならない状況が増え

金

てきている

。

補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

測量委託

和

業務費11,000
1

 

2節 委託費 3,00

7

0

改修・修繕工事費7

年

6,000
14節 工

度

事請負費 107,00

当

0

18節 負担金補助

初

及び交付金 0

その他 0

予

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

算

目 評価観点 評価内容

・

　

市民の生命・財産を守

事

るため市が実施するこ

業

とが必要不可欠な事業

費

であるか

・行政内部の

の

管理運営上必要な事業

内

であるか

必 要 性 ・

訳

市が主体となり実施す

主

べき事業か 高い

・法的

な

な根拠や公的関与の妥

節

当性はあるか

・目的は

金

結果（施策の目指す理

額

想）に結びついている

内

か

近年のゲリラ豪雨等

容

による側溝等の増水、

7

氾濫による防災が図ら

節

れ、安定した農業用水

 

の確保にもつながる

評

 

   価

コメント

・事

報

業の成果は上がってい

償

るか

・目標に対する達

費

成度は十分か

有 効 

1

性 ・市民生活上の課題

0

解決に貢献しているか

節

有効

・行政内部の管理

 

上の課題解決に貢献し

需

ているか

・事業の目的

用

が達成できるような事

費

業内容になっているか

1

地元要望により、緊急

2

性、必要性を考慮し、

節

優先順位を判断して行

 

う

評   価

コメント



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

地元からの要望が多いため、優先順位をつけて実施す 修繕・改修要望が多いことから、現場状況

内

を確認、優

る。 先順位

部

を決め計画的に実施す

評

る。

 

外部評価

次年度

価

以降の方向性

外部評価

【

コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 冨沢文洋・山﨑

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3517・3534

事務事業名 4196 農道・水路補修事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060201 農林水産業費・農地費・土地改良事業費
科目

事業 020000 農道・水路補修事業

事業目的 事業概要・効果 

・水路補修・修繕により施設の利用効果の発揮を図る 農道・水路の補修・修繕を実施することで農業生産基

。 盤の向上を図り、須坂市の農業振興につなげる。

・農道台帳の作成により状況を的確に把握し適正な農  

道の管理及び改良に資する。 R7以降

（農林道）農道補修委託工事請負を追加

 農道改良事業が実施計

内

画対象外

 

ＰＬＡＮ－

部

ＤＯ

年度実績及び予定

評

令和 2年度　実績 令

価

和 3年度　実績

土地

【

改良施設インフラ長寿

二

命化計画策定業務 土地

次

改良施設インフラ長寿

】

命化計画策定業務

農業

1

水利施設情報整備・共

頁

有化対策業務 農業水路

令

等長寿命化防災減災事

和

業小島地区転落防止

農

　

業水路等長寿命化防災

７

減災事業小島地区転落

年

防止 旧百々川浚渫工事

度

・古川浚渫工事

 

令和

　

 4年度　実績 令和 

行

5年度　実績

城が鼻水

政

路浚渫工事 中堰用水路

評

浚渫工事

塩野町用水修

価

繕工事 下八町用水修繕

事

工事

 

令和 6年度　

業

実績 令和 7年度　予

別

定

土地改良施設インフ

シ

ラ長寿命化計画策定業

ー

務 土地改良施設インフ

ト

ラ長寿命化計画策定業

実

務

中堰用水路浚渫工事

計

農道補修工事

下八町用

対

水修繕工事

象 評価対象



財源 7,522 13,550

正規職員 0.1 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 712.4 1,424.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 712.4 1,424.8

市民一人当たりの経費 0.2 0.3

総額 8,234.4 14,974.8

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

測量設計業務委託費3,300、台帳補正31
12節 委託費 3,529

 

河川浚渫工事

内

3,498
14節 工

部

事請負費 3,993

1

評

8節 負担金補助及び

価

交付金 0

その他 0

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 7,522 13,550

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般



委

より、緊急性、必要性

託

を考慮し、優先順位を

費

判断して行う

評   

1

価

コメント

・成果を落

4

とさずにコストを削減

節

する方法はあるか

効 

 

率 性 ・効率性向上に

工

努めているか 向上

・使

事

用料などの受益者負担

請

や補助対象事業の範囲

負

など、財源確保の余地

費

はないか

土地改良施設

1

の改修については、土

8

地改良施設維持管理適

節

正化事業を有効に活用

 

し、コスト縮減を図る

負

評   価

コメント

振

担

り返り（決算年度の取

金

組み課題）

土地改良施

補

設インフラ長寿命化計

助

画策定業務を行い、現

及

状がひどい箇所の更新

び

計画をたて、補助事業

交

の根拠資料としてい

く

付

。

金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

インフラ

和

長寿命化計画策定業務

 

委託3,500、農道

7

台帳補正委託料50
1

年

2節 委託費 4,55

度

0
測量設計委託費1,

当

000

河川浚渫補修工

初

事4,000
14節 

予

工事請負費 9,000

算

農道補修工事5,00

　

0

18節 負担金補助

事

及び交付金 0

その他 0

業

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

費

目 評価観点 評価内容

・

の

市民の生命・財産を守

内

るため市が実施するこ

訳

とが必要不可欠な事業

主

であるか

・行政内部の

な

管理運営上必要な事業

節

であるか

必 要 性 ・

金

市が主体となり実施す

額

べき事業か 高い

・法的

内

な根拠や公的関与の妥

容

当性はあるか

・目的は

7

結果（施策の目指す理

節

想）に結びついている

 

か

土地改良施設の改修

 

により、農業用水の安

報

定的な確保につながり

償

、農業生産基盤の向上

費

が図れる

評   価

コ

1

メント

・事業の成果は

0

上がっているか

・目標

節

に対する達成度は十分

 

か

有 効 性 ・市民生

需

活上の課題解決に貢献

用

しているか 有効

・行政

費

内部の管理上の課題解

1

決に貢献しているか

・

2

事業の目的が達成でき

節

るような事業内容にな

 

っているか

地元要望に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

限られた予算内で優先順位をつけて行う。 修繕・改修要望が多いことから、現場状況を確認、優

内

先順位を決め計画的に

部

実施する。

外部評価

次

評

年度以降の方向性

外部

価

評価コメント

【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 石澤由祐

全体計画 令和 7年度 ～ 令和10年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3415

事務事業名 11707 農業施設整備事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060201 農林水産業費・農地費・土地改良事業費
科目

事業 060000 農業施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

　農業施設を適正に維持管理することで、農業振興に 須坂市が所有し、土地改良区が管理する農業施設の経

資する。 年劣化が激しく、維持管理や修繕が必要である。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

田の神揚水施設送水分岐仕切弁修繕工事 田の神揚水施設２号井戸ケーシング

内

修繕工事

田の神揚水施

部

設水位計等修繕工事 田

評

の神揚水施設井戸能力

価

調査

田の神揚水施設２

【

号井戸修繕工事

田の神

二

揚水施設地下水調査

令

次

和 4年度　実績 令和

】

 5年度　実績

田の神

1

揚水施設５号井戸緊急

頁

修繕工事 高甫中央畑か

令

んポンプ等更新

田の神

和

揚水施設１号井戸更新

　

のための計画策定 田の

７

神揚水施設１号井戸更

年

新

高甫中央畑かんポン

度

プ等更新実施設計 八木

　

沢沖パイプライン（柳

行

沢西沖橋水管橋）更新

政

野辺畑潅揚水機場ポン

評

プ等更新

令和 6年度

価

　実績 令和 7年度　

事

予定

綿内揚水機制御盤

業

修繕負担金

別シート

実計対象 評価対象



30

正規職員 0.2 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,424.8 2,137.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,424.8 2,137.2

市民一人当たりの経費 0.0 0.1

総額 1,424.8 3,967.2

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 0 1,830

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 0 1,8



委

らない

・使用料などの

託

受益者負担や補助対象

費

事業の範囲など、財源

1

確保の余地はないか

老

4

朽化した施設の更新の

節

ため。

評   価

コメ

 

ント

振り返り（決算年

工

度の取組み課題）

農業

事

施設の今後の有効活用

請

方法

負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

綿内揚水機制

7

御盤修繕負担金1,8

年

30
18節 負担金補

度

助及び交付金 1,83

当

0

その他 0

ＣＨＥＣＫ

初

個別評価

項目 評価観点

予

評価内容

・市民の生命

算

・財産を守るため市が

　

実施することが必要不

事

可欠な事業であるか

・

業

行政内部の管理運営上

費

必要な事業であるか

必

の

 要 性 ・市が主体と

内

なり実施すべき事業か

訳

必要不可欠

・法的な根

主

拠や公的関与の妥当性

な

はあるか

・目的は結果

節

（施策の目指す理想）

金

に結びついているか

農

額

業振興のための基盤と

内

なるため必要不可欠で

容

ある。

評   価

コメ

7

ント

・事業の成果は上

節

がっているか

・目標に

 

対する達成度は十分か

 

有 効 性 ・市民生活

報

上の課題解決に貢献し

償

ているか 有効

・行政内

費

部の管理上の課題解決

1

に貢献しているか

・事

0

業の目的が達成できる

節

ような事業内容になっ

 

ているか

農業施設の更

需

新により農業振興の推

用

進を図れている。

評 

費

  価

コメント

・成果

1

を落とさずにコストを

2

削減する方法はあるか

節

効 率 性 ・効率性向

 

上に努めているか 変わ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

河東土地改良区へ譲与を予定している井戸の更新を確 現状市が所有している農業施設の適正な維

内

持管理と、

実に実施し

部

ていく。 将来の譲与に

評

向けての調整を進める

価

。

外部評価

次年度以降

【

の方向性

外部評価コメ

二

ント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山﨑

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3519

事務事業名 4193 農道改良事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 06012800 農業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 060201 農林水産業費・農地費・土地改良事業費
科目

事業 960000 農道改良事業

事業目的 事業概要・効果 

市の農業は果樹栽培を主体としており、農作業の機械 農道整備は、農作業の合理化（荒廃農地防止含む）と

化による合理化と共に、集出荷時の荷傷み防止のため 共に集出荷時の荷傷み防止のため重要であり、陳情を

農道改良を進める。 多く受けている。

 

R7以降は実施計画対象外　農道・水路補修事業に計上

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 

内

2年度　実績 令和 3

部

年度　実績

上八町内農

評

道整備工事 村山堤外地

価

農道整備工事

 

令和 

【

4年度　実績 令和 5

二

年度　実績

市内農道整

次

備工事 農道整備工事

令

】

和 6年度　実績 令和

1

 7年度　予定

農道整

頁

備工事

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



94 0

正規職員 0.1 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 712.4 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 712.4 0.0

市民一人当たりの経費 0.1 0.0

総額 5,706.4 0.0

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

農道整備工事4,994
14節 工事請負費 4,994

 

18節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,994 0

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 4,9



委

業の範囲など、財源確

託

保の余地はないか

交付

費

金に頼れない箇所のフ

1

ォローを行った。

評 

4

  価

コメント

振り返

節

り（決算年度の取組み

 

課題）

老朽化した水路

工

を改修したことにより

事

、水田耕作の効率が上

請

昇した。

負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

7

金補助及び交付金 0

そ

年

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

度

評価

項目 評価観点 評価

当

内容

・市民の生命・財

初

産を守るため市が実施

予

することが必要不可欠

算

な事業であるか

・行政

　

内部の管理運営上必要

事

な事業であるか

必 要

業

 性 ・市が主体となり

費

実施すべき事業か 高い

の

・法的な根拠や公的関

内

与の妥当性はあるか

・

訳

目的は結果（施策の目

主

指す理想）に結びつい

な

ているか

農道基盤の整

節

備は生産性の向上に資

金

する。

評   価

コメ

額

ント

・事業の成果は上

内

がっているか

・目標に

容

対する達成度は十分か

7

有 効 性 ・市民生活

節

上の課題解決に貢献し

 

ているか 有効

・行政内

 

部の管理上の課題解決

報

に貢献しているか

・事

償

業の目的が達成できる

費

ような事業内容になっ

1

ているか

直接的に耕作

0

効率に影響するので、

節

改良によって問題の解

 

決がなされた。

評  

需

 価

コメント

・成果を

用

落とさずにコストを削

費

減する方法はあるか

効

1

 率 性 ・効率性向上

2

に努めているか 変わら

節

ない

・使用料などの受

 

益者負担や補助対象事



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

地元の要望を調整して事業を実施する。 生産性向上、農業経営の合理化等を図るため農業生産

 

内

基盤としての整備を進

部

める。

外部評価

次年度

評

以降の方向性

外部評価

価

コメント

【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 石澤由祐

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3415

事務事業名 4151 市有林維持管理事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 020107 総務費・総務管理費・市有林管理費
科目

事業 010000 市有林維持管理事業

事業目的 事業概要・効果 

市有林の適切な維持管理 市有林を適切に維持管理することにより、森林の多面

的機能を発揮できる。

適切な市有林の維持管理として、更新伐、搬出間伐、

切捨間伐、作業道開設、更新伐後の再造林を実施する

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

市有林の除間伐　 市有林除間伐

搬出間伐7.96ha、作業道

内

開設 392.8ｍ　

部

搬出間伐7.5ha、

評

作業道開設200ｍ

令

価

和 4年度　実績 令和

【

 5年度　実績

市有林

二

除間伐 市有林植栽、下

次

刈、忌避剤散布（２回

】

）

更新伐3ha、搬出

1

間伐4ha、作業道開

頁

設300ｍ、 3.5h

令

a

切捨間伐2ha、地

和

拵え3ha  

令和 6

　

年度　実績 令和 7年

７

度　予定

市有林下刈（

年

2回）、忌避剤散布 

度

3.5 ha 市有林下

　

刈（2回）、忌避剤散

行

布 3.5 ha

市有

政

林間伐　1.74 h

評

a  

作業道開設　13

価

2.3ｍ

事業別シート

実計対象 評価対象



その他 0 130

一般財源 1,097 3,204

正規職員 0.2 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 1,424.8 2,137.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 227.7 227.7

計 1,652.5 2,364.9

市民一人当たりの経費 0.1 0.2

総額 6,131.5 11,821.9

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

市有林整備事業（下刈、忌避剤、間伐）4,147
1

内

2節 委託費 4,14

部

7

14節 工事請負費

評

0

長野森林組合賦課金

価

 44
18節 負担金

【

補助及び交付金 44

森

二

林保険料 288
その

次

他 288

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,479 9,457

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 3,382 6,123

財 源 地方債 0 0



委

っている。

評   価

託

コメント

・成果を落と

費

さずにコストを削減す

1

る方法はあるか

効 率

4

 性 ・効率性向上に努

節

めているか 変わらない

 

・使用料などの受益者

工

負担や補助対象事業の

事

範囲など、財源確保の

請

余地はないか

現状、国

負

県の補助を受けて実施

費

しており間伐した材も

1

売っていることからこ

8

れ以上の余地はない。

節

評   価

コメント

振

 

り返り（決算年度の取

負

組み課題）

長野県が推

担

進する主伐、再造林に

金

須坂市としてどのよう

補

に取り組んでいくか。

助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

市有林除

和

間伐事業（下刈、忌避

 

剤、間伐）8,748

7

12節 委託費 8,7

年

48

14節 工事請負

度

費 0

長野森林組合賦課

当

金 44
18節 負担

初

金補助及び交付金 44

予

森林保険料 665
そ

算

の他 665

ＣＨＥＣＫ

　

個別評価

項目 評価観点

事

評価内容

・市民の生命

業

・財産を守るため市が

費

実施することが必要不

の

可欠な事業であるか

・

内

行政内部の管理運営上

訳

必要な事業であるか

必

主

 要 性 ・市が主体と

な

なり実施すべき事業か

節

必要不可欠

・法的な根

金

拠や公的関与の妥当性

額

はあるか

・目的は結果

内

（施策の目指す理想）

容

に結びついているか

市

7

有林であるため市が主

節

体となって取り組んで

 

いく必要がある事業で

 

ある。

評   価

コメ

報

ント

・事業の成果は上

償

がっているか

・目標に

費

対する達成度は十分か

1

有 効 性 ・市民生活

0

上の課題解決に貢献し

節

ているか 有効

・行政内

 

部の管理上の課題解決

需

に貢献しているか

・事

用

業の目的が達成できる

費

ような事業内容になっ

1

ているか

間伐等をはじ

2

め適切な維持管理をす

節

ることで森林の機能を

 

守っていくことに繋が



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

市有林を適正に維持管理するため必要な事業 市有林を適正に維持管理するために必要な事業

外部

内

評価

次年度以降の方向

部

性

外部評価コメント

評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

委託 意向調査事前準備

規

事業委託

意向調査のた

完

めの林分調査等事業委

了

託 意向調査のための林

事

分調査等事業委託

林地

業

台帳及び森林情報管理

ゼ

システム保守業務 森林

ロ

体験活動事業補助金

森

予

林体験活動事業補助金

算

林地台帳及び森林情報

事

管理システム保守業務

業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島　透

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3414

事務事業名 4169 林業振興対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 010000 林業振興対策事業

事業目的 事業概要・効果 

森林のもつ多面的機能を強化するため、森林の整備・ 林業振興に対し、森林のもつ多面的機能の維持と保全

作業道等の開設を行い、間伐材の搬出を促進する。 と共生が図られる。

また、森林づくり推進支援金を活用して、県産間伐材

製品の設置により、県産材の利用推進と森林整備の必

要性の啓発を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年

内

度　実績 令和 3年度

部

　実績

意向調査事前準

評

備事業委託 意向調査事

価

前準備事業委託

遊歩道

【

路面水切工設置　3ｍ

二

　5か所 遊歩道路面水

次

切工設置　3ｍ　6か

】

所

間伐材背もたれ式ベ

1

ンチ８台 間伐材背もた

頁

れ式ベンチ８台

林地台

令

帳及び森林情報システ

和

ム年間保守委託 林地台

　

帳及び森林情報システ

７

ム年間保守委託

坂田山

年

共生の森作業道復旧工

度

事　ほか 坂田山共生の

　

森作業道復旧工事　ほ

行

か

令和 4年度　実績

政

令和 5年度　実績

意

評

向調査事前準備事業委

価

託 意向調査事前準備事

事

業委託

意向調査のため

業

の林分調査等事業委託

別

意向調査のための林分

シ

調査等事業委託

遊歩道

ー

路面水切工設置　3ｍ

ト

　6か所 間伐材ベンチ

実

4台

間伐材背もたれ式

計

ベンチ6台 林地台帳及

対

び森林情報管理システ

象

ム保守業務

坂田山共生

評

の森作業道復旧工事　

価

ほか

令和 6年度　実

対

績 令和 7年度　予定

象

意向調査事前準備事業



般財源 8,348 6,139

正規職員 0.5 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.7 0.6

正規職員 3,562.0 2,849.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,593.9 1,366.2

計 5,155.9 4,215.8

市民一人当たりの経費 0.3 0.2

総額 13,511.9 10,571.8

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品116、燃料費58、修繕料0.5
10節 需用費 175

坂田山共生の

内

森業務委託料130、

部

草刈等委託660、林

評

地台帳森林情報管理シ

価

12節 委託費 2,7

【

00
ステム保守委託3

二

30、意向調査事業業

次

務委託1,580

14

】

節 工事請負費 0

県治

2

山林道協会負担金1、

頁

県治山林道協会賦課金

指

19、その他110
1

 

8節 負担金補助及び

標

交付金 130

報酬1,

 

440、共済費238

名

、旅費6、役務費86

算

、賃借料1、積立金8

　

、公課費5、
その他 5

　

,351
備品購入費3

式

,520

単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 8,356 6,356

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 217

財 源 地方債 0 0

その他 8 0

一



委

るか

・目標に対する達

託

成度は十分か

有 効 

費

性 ・市民生活上の課題

1

解決に貢献しているか

4

有効

・行政内部の管理

節

上の課題解決に貢献し

 

ているか

・事業の目的

工

が達成できるような事

事

業内容になっているか

請

森林整備の継続により

負

多面的機能の維持と保

費

全が図られている。

評

1

   価

コメント

・成

8

果を落とさずにコスト

節

を削減する方法はある

 

か

効 率 性 ・効率性

負

向上に努めているか 変

担

わらない

・使用料など

金

の受益者負担や補助対

補

象事業の範囲など、財

助

源確保の余地はないか

及

国、県の補助金への上

び

乗せであるため、コス

交

ト等の削減は難しい。

付

評   価

コメント

振

金

り返り（決算年度の取

そ

組み課題）

森林の機能

の

維持を目的として引き

他

続き補助金の活用をし

Ｃ

ながら森林整備の必要

Ｈ

性の啓発を行う。

 

ＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品123、燃料費75

和

、修繕費65
10節 

 

需用費 263

坂田山共

7

生の森業務委託料13

年

0、草刈等委託770

度

、林地台帳システム保

当

守業
12節 委託費 3

初

,731
務330、意

予

向調査事前準備委託2

算

,211、森林病害虫

　

等防除事業委託料29

事

0

14節 工事請負費

業

0

県治山林道協会賦課

費

金90、その他418

の

18節 負担金補助及

内

び交付金 508
 

報酬

訳

1,440、共済費2

主

38、旅費9、役務費

な

157、賃借料1、公

節

課費9
その他 1,85

金

4
 

ＣＨＥＣＫ

個別評

額

価

項目 評価観点 評価内

内

容

・市民の生命・財産

容

を守るため市が実施す

7

ることが必要不可欠な

節

事業であるか

・行政内

 

部の管理運営上必要な

 

事業であるか

必 要 

報

性 ・市が主体となり実

償

施すべき事業か 必要不

費

可欠

・法的な根拠や公

1

的関与の妥当性はある

0

か

・目的は結果（施策

節

の目指す理想）に結び

 

ついているか

森林整備

需

の推進による公益的機

用

能の維持、強化を図り

費

国の温室効果ガス排出

1

削減や災害防止等に必

2

要な事業と

考える。
評

節

   価

コメント

・事

 

業の成果は上がってい



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

須坂市の森林所有者の実情に即した事業を推進してい 森林の重要性の周知と市の森林保全のため

内

に必要な事

く。 業

外部

部

評価

次年度以降の方向

評

性

外部評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 石澤由祐

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3415

事務事業名 4170 松くい虫防除対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 020000 松くい虫防除対策事業

事業目的 事業概要・効果 

松林に甚大な被害を与えるマツノザイセンチュウの媒 赤松は臥竜山などの積悪な土壌にも育成し、土砂の流

介であるマツノマダラカミキリの発生防止のため、薬 出防止、崩壊防止等山林の保全に重要な役割を果たし

剤散布及び被害木の駆除を行う。 ている。被害防止の充実を図ることにより、森林の公

益的機能を維持、保全する。

ＰＬＡＮ－

内

ＤＯ

年度実績及び予定

部

令和 2年度　実績 令

評

和 3年度　実績

松く

価

い虫被害木伐倒駆除事

【

業　490㎥　570

二

本 松くい虫被害木伐倒

次

駆除事業　449㎥　

】

486本

地上薬剤散布

1

事業　18.36ha

頁

地上薬剤散布事業　1

令

8.36ha

令和 4

和

年度　実績 令和 5年

　

度　実績

松くい虫被害

７

木伐倒駆除事業　44

年

9㎥　486本 松くい

度

虫被害木伐倒駆除事業

　

　464㎥　365本

行

地上薬剤散布事業　　

政

18.36ha 地上薬

評

剤散布事業　　18.

価

16ha

令和 6年度

事

　実績 令和 7年度　

業

予定

松くい虫被害木伐

別

倒駆除事業　320.

シ

13㎥　222本 松く

ー

い虫被害木伐倒駆除事

ト

業　288㎥　288

実

本

地上薬剤散布事業　

計

　17.19ha 地上

対

薬剤散布事業　　17

象

.87ha

評価対象



方債 0 0

その他 2,000 0

一般財源 7,164 10,136

正規職員 0.2 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.2

正規職員 1,424.8 2,137.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 455.4 455.4

計 1,880.2 2,592.6

市民一人当たりの経費 0.4 0.5

総額 21,248.2 25,951.6

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

松くい虫薬剤地上散布  2,97

内

0
12節 委託費 19

部

,368
被害木伐倒駆

評

除       16

価

,398

14節 工事

【

請負費 0

18節 負担

二

金補助及び交付金 0

そ

次

の他 0

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 19,368 23,359

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 10,204 13,223

財 源 地



委

を確保できていると考

託

えられる。

評   価

費

コメント

・成果を落と

1

さずにコストを削減す

4

る方法はあるか

効 率

節

 性 ・効率性向上に努

 

めているか 変わらない

工

・使用料などの受益者

事

負担や補助対象事業の

請

範囲など、財源確保の

負

余地はないか

現状、国

費

県の補助を受けて実施

1

しておりこれ以上の確

8

保が難しいため。

評 

節

  価

コメント

振り返

 

り（決算年度の取組み

負

課題）

どの範囲まで伐

担

倒駆除を行うのか検討

金

していく必要がある。

補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

松くい虫

和

薬剤地上散布  3,

 

364
12節 委託費

7

23,339
被害木伐

年

倒駆除       

度

19,975

14節 

当

工事請負費 0

松くい虫

初

防除事業補助金（文化

予

財等）20
18節 負

算

担金補助及び交付金 2

　

0

その他 0

ＣＨＥＣＫ

事

個別評価

項目 評価観点

業

評価内容

・市民の生命

費

・財産を守るため市が

の

実施することが必要不

内

可欠な事業であるか

・

訳

行政内部の管理運営上

主

必要な事業であるか

必

な

 要 性 ・市が主体と

節

なり実施すべき事業か

金

必要不可欠

・法的な根

額

拠や公的関与の妥当性

内

はあるか

・目的は結果

容

（施策の目指す理想）

7

に結びついているか

臥

節

竜山の景観を守るため

 

、市民の生命財産を守

 

るためから必要不可欠

報

である。

評   価

コ

償

メント

・事業の成果は

費

上がっているか

・目標

1

に対する達成度は十分

0

か

有 効 性 ・市民生

節

活上の課題解決に貢献

 

しているか 有効

・行政

需

内部の管理上の課題解

用

決に貢献しているか

・

費

事業の目的が達成でき

1

るような事業内容にな

2

っているか

人が集まる

節

場所にある危険木の伐

 

採を行うことで、安全



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

被害は拡大傾向、市内のすべての松を保全していくこ 被害拡大に、処理が追いついていない感が

内

ある。

とは、財源的に

部

も人的にも不可能 人的

評

手にも財政的にも限界

価

があり、これ以上の処

【

理は

困難だが優先順位

二

をつけ対応する必要が

次

ある。

外部評価

次年度

】

以降の方向性

外部評価

4

コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 石澤由祐

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3415

事務事業名 4171 市単治山事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 030000 市単治山事業

事業目的 事業概要・効果 

災害等による保安林以外の森林の被害を最少限にくい 保安林以外の民有林等の自然災害に対する予防治山と

止める 被災箇所の復旧治山を早期に保全することにより、森

林の公益的機能を発揮できる。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

坂田山遊歩道丸太柵設置工事　３段　Ｌ＝16ｍ 坂田山遊歩道丸太柵設置工事　３段　

内

Ｌ＝16ｍ

令和 4年

部

度　実績 令和 5年度

評

　実績

市営住宅前丸太

価

柵設置工事　一式 臥龍

【

山北側落石防護柵　一

二

式

令和 6年度　実績

次

令和 7年度　予定

事

】

業実施なし 坂田山共生

1

の森作業道丸田柵設置

頁

等　一式

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



規職員 0.1 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 712.4 1,424.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 227.7 227.7

計 940.1 1,652.5

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 940.1 2,152.5

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 0 500

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 0 500

正



委

努めているか 変わらな

託

い

・使用料などの受益

費

者負担や補助対象事業

1

の範囲など、財源確保

4

の余地はないか

安全面

節

が第一で実施する必要

 

があれば実施しなくて

工

はならないため、コス

事

トの削減等が難しい事

請

業である。

評   価

負

コメント

振り返り（決

費

算年度の取組み課題）

1

長野県が行う治山事業

8

との棲み分けについて

節

考える必要がある。

 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

坂田山共生の

 

森作業道丸田柵設置等

7

 500
14節 工事

年

請負費 500

18節 

度

負担金補助及び交付金

当

0

その他 0

ＣＨＥＣＫ

初

個別評価

項目 評価観点

予

評価内容

・市民の生命

算

・財産を守るため市が

　

実施することが必要不

事

可欠な事業であるか

・

業

行政内部の管理運営上

費

必要な事業であるか

必

の

 要 性 ・市が主体と

内

なり実施すべき事業か

訳

高い

・法的な根拠や公

主

的関与の妥当性はある

な

か

・目的は結果（施策

節

の目指す理想）に結び

金

ついているか

市民の生

額

命財産を守るという点

内

から必要性は高いもの

容

である。

評   価

コ

7

メント

・事業の成果は

節

上がっているか

・目標

 

に対する達成度は十分

 

か

有 効 性 ・市民生

報

活上の課題解決に貢献

償

しているか 有効

・行政

費

内部の管理上の課題解

1

決に貢献しているか

・

0

事業の目的が達成でき

節

るような事業内容にな

 

っているか

坂田山等に

需

訪れる人の安全を守る

用

ために、有効な対策と

費

なっている。

評   

1

価

コメント

・成果を落

2

とさずにコストを削減

節

する方法はあるか

効 

 

率 性 ・効率性向上に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

引き続き必要に応じて事業を実施していく 緊急時対応を含め引き続き必要に応じて事業を実施し

内

ていく

外部評価

次年度

部

以降の方向性

外部評価

評

コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 石澤由祐

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3415

事務事業名 4172 間伐対策事業

所　　属 150100 産業振興部・農林課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 040000 間伐対策事業

事業目的 事業概要・効果 

森林の持つ多面的な機能を持続的に発揮させるため、 除間伐を適正に行い、健全な森林を造成する。森林所

除間伐を適正に行い、健全な森林を育成する。 有者を支援することにより、水源の涵養、山地災害の

 防止が図れる。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

間伐対策事業補助金　52.29ha 間伐対策事業補助金　

内

54ha

令和 4年度

部

　実績 令和 5年度　

評

実績

間伐対策事業補助

価

金　42ha 間伐対策

【

事業補助金　32ha

二

令和 6年度　実績 令

次

和 7年度　予定

間伐

】

対策事業補助金　67

1

.31ha 間伐対策事

頁

業補助金　49ha

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,170 2,005

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 3,170 2,005

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 1,424.8 1,424.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 227.7 227.7

計 1,652.5 1,652.5

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総

内

額 4,822.5 3,

部

657.5

（単位：千

評

円）

令和 6年度決算

価

　事業費の内訳

主な節

【

金額 内容

7節  報償

二

費 0

10節 需用費 0

次

12節 委託費 0

14

】

節 工事請負費 0

間伐

2

対策事業補助金 3,

頁

170
18節 負担金

指

補助及び交付金 3,1

 

70

その他 0

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 間伐整備の実施面積

算　　式 累計実施面積 単位 ha

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 計画的に間伐を実施し、森林の持つ公益的機能を維持する。

の 理 由

最終年度 累計1190.44ha（2020年度末）の間伐面積だが、年間平均45haとし、最終目標1400haとした。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選



委

ない

・使用料などの受

託

益者負担や補助対象事

費

業の範囲など、財源確

1

保の余地はないか

長野

4

県の補助金への上乗せ

節

であるため、コスト等

 

の削減は難しい。

評 

工

  価

コメント

振り返

事

り（決算年度の取組み

請

課題）

木材を搬出でき

負

なような森林について

費

どのように森林整備を

1

進めていくかが課題で

8

ある。

節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品5
10節 需用費 5

和

12節 委託費 0

14

 

節 工事請負費 0

間伐

7

対策事業補助金 2,

年

000
18節 負担金

度

補助及び交付金 2,0

当

00

その他 0

ＣＨＥＣ

初

Ｋ

個別評価

項目 評価観

予

点 評価内容

・市民の生

算

命・財産を守るため市

　

が実施することが必要

事

不可欠な事業であるか

業

・行政内部の管理運営

費

上必要な事業であるか

の

必 要 性 ・市が主体

内

となり実施すべき事業

訳

か 高い

・法的な根拠や

主

公的関与の妥当性はあ

な

るか

・目的は結果（施

節

策の目指す理想）に結

金

びついているか

森林整

額

備を進めていくために

内

必要な事業である。

評

容

   価

コメント

・事

7

業の成果は上がってい

節

るか

・目標に対する達

 

成度は十分か

有 効 

 

性 ・市民生活上の課題

報

解決に貢献しているか

償

有効

・行政内部の管理

費

上の課題解決に貢献し

1

ているか

・事業の目的

0

が達成できるような事

節

業内容になっているか

 

間伐面積についても目

需

標値を上回るものとな

用

り有効である。

評  

費

 価

コメント

・成果を

1

落とさずにコストを削

2

減する方法はあるか

効

節

 率 性 ・効率性向上

 

に努めているか 変わら



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

須坂市独自の事業であるが費用対効果については検証 所有者の負担軽減や森林整備促進を目的に

内

しているも

が必要 ので

部

引き続き継続。

外部評

評

価

次年度以降の方向性

価

外部評価コメント

【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山﨑

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3519

事務事業名 4200 林道管理事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 050000 林道管理事業

事業目的 事業概要・効果 

林道を維持修繕することにより、森林整備に資する。 須坂市森林整備計画に沿った基幹路網の維持修繕を行

い効率的な森林施行を促す。

アクセス道路として機能している林道の維持管理を継

続的に行う。

 

R7以降

測量設計委託料・工事請負費を林道施設整備事業へ移

動

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

林道大古

内

場線外路面整備工事　

部

林道米子不動線法面保

評

護工事

大谷不動線草刈

価

り業務委託ほか 各林道

【

維持管理工事

大谷不動

二

線草刈り業務委託

令和

次

 4年度　実績 令和 

】

5年度　実績

林道米子

1

不動線改良工事 林道米

頁

子不動線改良工事

林道

令

米子橋橋梁補修工事 ウ

和

ラノサワ橋詳細調査設

　

計業務委託

各林道維持

７

管理工事 各林道維持管

年

理工事

大谷不動線草刈

度

り業務委託 大谷不動線

　

ほか草刈り業務委託

令

行

和 6年度　実績 令和

政

 7年度　予定

ウラノ

評

サワ橋PCB除去工事

価

大谷不動、米子不動線

事

、栃平線、戸谷沢線外

業

各林道維持管理工事 支

別

障木・草刈業務委託

草

シ

刈業務委託

ート

実計対象 評価対象



0

その他 0 0

一般財源 10,505 1,217

正規職員 0.3 0.9
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,137.2 6,411.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,137.2 6,411.6

市民一人当たりの経費 0.5 0.1

総額 26,923.2 7,628.6

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品15、燃料費99
10節 需用費 108

草刈払外1,418、測量設計業

内

務委託1,412
12

部

節 委託費 2,830

評

維持管理工事6,78

価

3
14節 工事請負費

【

21,846
改良工事

二

15,063

18節 

次

負担金補助及び交付金

】

0

土地借上料3
その他

2

2
 

頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 24,786 1,217

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 7,681 0

財 源 地方債 6,600



委

るか

効 率 性 ・効率

託

性向上に努めているか

費

変わらない

・使用料な

1

どの受益者負担や補助

4

対象事業の範囲など、

節

財源確保の余地はない

 

か

高齢化や人材不足で

工

課題もあるが、同予算

事

で継続してお願いする

請

。

評   価

コメント

負

振り返り（決算年度の

費

取組み課題）

いったん

1

中断した箇所の草刈業

8

務の委託は再開が困難

節

になってしまったので

 

、継続して地元に委託

負

すべき。

担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品15、燃料費99
1

和

0節 需用費 114

草

 

刈払1,100
12節

7

 委託費 1,100

1

年

4節 工事請負費 0

1

度

8節 負担金補助及び

当

交付金 0

土地借上料3

初

その他 3

ＣＨＥＣＫ

個

予

別評価

項目 評価観点 評

算

価内容

・市民の生命・

　

財産を守るため市が実

事

施することが必要不可

業

欠な事業であるか

・行

費

政内部の管理運営上必

の

要な事業であるか

必 

内

要 性 ・市が主体とな

訳

り実施すべき事業か 高

主

い

・法的な根拠や公的

な

関与の妥当性はあるか

節

・目的は結果（施策の

金

目指す理想）に結びつ

額

いているか

林業事業者

内

の道路であるため定期

容

的な維持管理を行うこ

7

とで荒廃を防ぐ。

評 

節

  価

コメント

・事業

 

の成果は上がっている

 

か

・目標に対する達成

報

度は十分か

有 効 性

償

・市民生活上の課題解

費

決に貢献しているか 有

1

効

・行政内部の管理上

0

の課題解決に貢献して

節

いるか

・事業の目的が

 

達成できるような事業

需

内容になっているか

森

用

林所有者自身が関わる

費

ことによって持続的な

1

維持管理につながる。

2

評   価

コメント

・

節

成果を落とさずにコス

 

トを削減する方法はあ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

市の財源人材不足に面からも地元区に引続き委託する 森林の保全に必要な事業である。

ことが結

内

果的に低コストで効率

部

的である。

外部評価

次

評

年度以降の方向性

外部

価

評価コメント

【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山﨑

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3519

事務事業名 18253 林道施設整備事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 06012900 森林の保全・活用

会計 01 一般会計
予算

科目 060301 農林水産業費・林業費・林業振興費
科目

事業 060000 林道施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

林道を整備することにより、森林整備に資する。 須坂市森林整備計画に沿った基幹路網の整備を行い効

率的な森林施行を促す。

アクセス道路として機能している林道の整備を継続的

に行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

林道米子不動線改良工事

ウラノサワ

内

橋詳細調査設計業務委

部

託

令和 6年度　実績

評

令和 7年度　予定

ウ

価

ラノサワ橋PCB処理

【

業務委託 ウラノサワ橋

二

補修工事

次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



,000

一般財源 0 9,090

正規職員 0.0 1.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 7,124.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 0.0 7,124.0

市民一人当たりの経費 0.0 0.6

総額 0.0 31,624.0

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 0 24,500

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 5,610

財 源 地方債 0 4,800

その他 0 5



委

より更新よりも財政負

託

担が少ない。

危険箇所

費

の対策により大規模被

1

害を回避している。
評

4

   価

コメント

・成

節

果を落とさずにコスト

 

を削減する方法はある

工

か

効 率 性 ・効率性

事

向上に努めているか 変

請

わらない

・使用料など

負

の受益者負担や補助対

費

象事業の範囲など、財

1

源確保の余地はないか

8

一般車両が通る林道の

節

場合、早期広範囲の改

 

良が必要と判断されれ

負

ば交付金を利用した対

担

策を講じ、予防保全

で

金

あれば少額でも効果的

補

な対策を講じる。
評 

助

  価

コメント

振り返

及

り（決算年度の取組み

び

課題）

修繕後に落石や

交

崩落等を繰返す箇所は

付

原因を調べ修繕計画を

金

立てて抜本的な対策を

そ

講じる。

の他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

測量設計

和

委託料1,500
12

 

節 委託費 1,500

7

林道維持管理28路線

年

12,000
14節 

度

工事請負費 23,00

当

0
交）ウラノサワ橋改

初

良工事11,000

1

予

8節 負担金補助及び

算

交付金 0

その他 0

ＣＨ

　

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

事

価観点 評価内容

・市民

業

の生命・財産を守るた

費

め市が実施することが

の

必要不可欠な事業であ

内

るか

・行政内部の管理

訳

運営上必要な事業であ

主

るか

必 要 性 ・市が

な

主体となり実施すべき

節

事業か 高い

・法的な根

金

拠や公的関与の妥当性

額

はあるか

・目的は結果

内

（施策の目指す理想）

容

に結びついているか

個

7

別施設計画による点検

節

と修繕で長寿命化対策

 

を行う。

幹線林道や観

 

光用林道を維持管理す

報

ることで未然に事故発

償

生防ぐことにつながる

費

。
評   価

コメント

1

・事業の成果は上がっ

0

ているか

・目標に対す

節

る達成度は十分か

有 

 

効 性 ・市民生活上の

需

課題解決に貢献してい

用

るか 有効

・行政内部の

費

管理上の課題解決に貢

1

献しているか

・事業の

2

目的が達成できるよう

節

な事業内容になってい

 

るか

橋梁の長寿命化に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

28路線優先順位をつけて継続的に維持管理を行う。 森林の保全に必要な事業である。

外部評価

内

次年度以降の方向性

外

部

部評価コメント

評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

団地等の緑地及び公園

規

の除草、病害虫防除、

完

支 ○工業団地等の緑地

了

及び公園の除草、病害

事

虫防除、支

障木伐採、

業

清掃業務、調整池設備

ゼ

点検等の実施 障木伐採

ロ

、清掃業務、調整池設

予

備点検等を実施した。

算

○各団地の組合等の団

事

体(松川会、旭豊会、

業

横松原、 ○各団地の組

担

合等の団体(松川会、

当

旭豊会、横松原、

イン

者

ター組合等)との調整

全

を行った。 インター組

体

合等)との調整を行っ

計

た。

令和 6年度　実

画

績 令和 7年度　予定

経

○工業団地等の緑地及

費

び公園の除草、支障木

区

伐採、清 ○工業団地等

分

の緑地及び公園の除草

内

、病害虫防除、支

掃業

線

務、調整池設備点検等

事

の実施した。 障木伐採

務

、清掃業務、調整池設

事

備点検等の実施

○各団

業

地の組合等の団体(松

名

川会、旭豊会、横松原

所

、 ○各団地の組合等の

　

団体(松川会、旭豊会

　

、横松原、

インター組

属

合等)との調整を行っ

施

た。 インター組合等)

　

との調整

　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 北村　貴志

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 4180 工業振興事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 06013000 強みを活かした新産業の創出

会計 01 一般会計
予算

科目 070102 商工費・商工費・商工業振興費
科目

事業 010000 工業振興事業

事業目的 事業概要・効果 

○工業団地等内の企業及びその従業員の働きやすい環 ○工業団地等の緑地及び公園の除草、病害虫防除、支

境と良好な景観の維持を目的とする。 障木伐採、清掃業務などを年間を通し計画的に実施を

○市内中小企業の優れた工業製品の展示会等出展に対 した。その結果、働きやすい環境と良好な景観を維持

し支援を行うことで、新たな取引

内

先や市場開拓、販路 す

部

ることができた。

拡大

評

に繋げることを目的と

価

する。 ○展示会、見本

【

市等に自社の製品や技

二

術力に関する出

展を行

次

う際の経費（展示場の

】

小間代、展示小間の装

1

飾

費、販売促進資料な

頁

ど）の一部を助成し支

令

援した。そ

の結果、受

和

注の機会の向上に繋が

　

っている。

ＰＬＡＮ－

７

ＤＯ

年度実績及び予定

年

令和 2年度　実績 令

度

和 3年度　実績

○工

　

業団地等の緑地及び公

行

園の除草、病害虫防除

政

、支 ○工業団地等の緑

評

地及び公園の除草、病

価

害虫防除、支

障木伐採

事

、清掃業務、調整池設

業

備点検等の実施 障木伐

別

採、清掃業務、調整池

シ

設備点検等の実施

○各

ー

団地の組合等の団体(

ト

松川会、旭豊会、横松

実

原、 ○各団地の組合等

計

の団体(松川会、旭豊

対

会、横松原、

インター

象

組合)との調整を行っ

評

た。 インター組合等)

価

との調整を行った。

令

対

和 4年度　実績 令和

象

 5年度　実績

○工業



 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 18,356 22,376

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 7,057 7,118

一般財源 11,299 15,258

正規職員 0.8 0.8
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.3 0

内

.3

正規職員 5,69

部

9.2 5,699.2

評

人　員 会計年度（フル

価

） 0.0 0.0

コスト

【

会計年度（パート） 6

二

83.1 683.1

計

次

6,382.3 6,3

】

82.3

市民一人当た

2

りの経費 0.5 0.5

頁

総額 24,738.3

指

28,758.3

（単

 

位：千円）

令和 6年

標

度決算　事業費の内訳

 

主な節 金額 内容

米子鉱

名

山跡地　緑化維持謝礼

算

（米子区）30、その

　

他18
7節  報償費

　

48

消耗品費224、

式

燃料費55、光熱費3

単

88、修繕料176
1

位

0節 需用費 844

調

年

整池設備点検418、

　

事務機器保守点検24

　

0、支障木伐採等1,

度

470、除草等6
12

令

節 委託費 4,813

和

20、シルバー委託（

 

除草、清掃）2,06

3

5

14節 工事請負費

年

0

受注開拓事業500

度

、商工業振興対策事業

令

補助金153、企業紹

和

介等映像作成支
18節

 

 負担金補助及び交付

4

金 918
援事業補助金

年

200、その他65

土

度

地借上料6,882、

令

通信運搬費254、そ

和

の他4,597
その他

 

11,733

5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 工業製品等の展示会に出展する受注開拓事業

算　　式 受注開拓事業補助金の交付件数（企業数） 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 7 7 7 7 7
目 標 値

実 績 2 4 5 5

指標選定 市内中小企業の技術力や新製品を出展していただくことで、新たなビジネスチャンスに繋げることができるた

の 理 由 め

最終年度 産業振興ちゃんねるでの周知、工業団地組合等の会議において市補助制度について紹介してきたが、コロナ禍

目標の根拠 もあり、展示会そのものが開催が少なく実績数が伸びなかった

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実



委

、工業団地内の企業及

託

び従業員にとって快適

費

に事業を実施するにあ

1

たり重要な事業であ

る

4

。また、工業団地周辺

節

に居住する住民にとっ

 

ても、安心して暮らす

工

ためには重要な対策で

事

ある。引き続き企
評 

請

  価
業が安心して操

負

業できるよう、また近

費

隣住民からの苦情がお

1

きないよう努めていく

8

必要がある。
コメント

節

・事業の成果は上がっ

 

ているか

・目標に対す

負

る達成度は十分か

有 

担

効 性 ・市民生活上の

金

課題解決に貢献してい

補

るか 有効

・行政内部の

助

管理上の課題解決に貢

及

献しているか

・事業の

び

目的が達成できるよう

交

な事業内容になってい

付

るか

周辺住民からの苦

金

情は減少している。ま

そ

た企業からも対応に感

の

謝されている。

評  

他

 価

コメント

・成果を

Ｃ

落とさずにコストを削

Ｈ

減する方法はあるか

効

Ｅ

 率 性 ・効率性向上

Ｃ

に努めているか 変わら

Ｋ

ない

・使用料などの受

個

益者負担や補助対象事

別

業の範囲など、財源確

評

保の余地はないか

修繕

価

業務、支障木伐採等は

項

予測できないことも多

目

く、また、昨今の燃料

評

費や原材料費、人件費

価

の増加は加速的

に推移

観

しているため、ある程

点

度余裕をもった予算確

評

保が必要。
評   価

価

コメント

振り返り（決

内

算年度の取組み課題）

容

工業団地の除草業務等

・

について、シルバー人

市

材センターの人材不足

民

、燃料費や原材料費、

の

人件費の増加によりコ

生

ストが増

大する傾向が

命

生じている。緑地のあ

・

り方や、除草等の他事

財

業者への委託も含め、

産

企業が快適に事業を実

を

施できるよう取り

組ん

守

でいく。

また、補助事

る

業については企業ニー

た

ズ、必要性を踏まえ見

め

直しを図る。

市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

米子鉱山跡地　緑化維

令

持謝礼（米子区）30

和

、その他20
7節  

 

報償費 50

消耗品費2

7

39、燃料費73、光

年

熱水費442、修繕料

度

177、その他10
1

当

0節 需用費 941

調

初

整池設備点検委託料4

予

84、病害虫防除委託

算

料366、シルバー委

　

託（除草、
12節 委

事

託費 5,833
清掃）

業

3,111、支障木伐

費

採委託料1,466、

の

その他406

14節 

内

工事請負費 0

受注開拓

訳

事業補助金1,000

主

、商工業振興対策事業

な

補助金200、企業紹

節

介等映
18節 負担金

金

補助及び交付金 1,6

額

17
像作成支援事業補

内

助金250、その他1

容

67

土地借上料6,8

7

80、通信運搬費38

節

6、その他6,669

 

その他 13,935

Ｃ

 

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

報

評価観点 評価内容

・市

償

民の生命・財産を守る

費

ため市が実施すること

1

が必要不可欠な事業で

0

あるか

・行政内部の管

節

理運営上必要な事業で

 

あるか

必 要 性 ・市

需

が主体となり実施すべ

用

き事業か 普通

・法的な

費

根拠や公的関与の妥当

1

性はあるか

・目的は結

2

果（施策の目指す理想

節

）に結びついているか

 

工業団地の環境整備は



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

工業団地の緑地等除草、支障木剪定及び調整池点検等 工業団地等の維持管理は継続しつつ、企業の

内

販路拡大

の維持管理は

部

環境整備や安全対策の

評

ために必要。人材 など

価

の支援については精査

【

し効果的な支援のあり

二

方に

不足等の影響もあ

次

るが適切な時期に実施

】

できるよう日 見直す必

4

要がある。

程調整し実

頁

施する。各団地組合と

Ａ

は引続き連絡調整し

、

Ｃ

要望等に応えていく。

Ｔ

外部評価

次年度以降の

Ｉ

方向性

外部評価コメン

Ｏ

ト

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

業CO、ADによる設

規

備導入、技術開発のた

完

めの「もの 産業CO、

了

ADによる設備導入、

事

技術開発のための「も

業

の

づくり補助金」「事

ゼ

業再構築補助金」の導

ロ

入支援を行 づくり補助

予

金」「事業再構築補助

算

金」の導入支援を行

っ

事

た。須坂創成高校デュ

業

アルシステム協力企業

担

と連携 った。須坂創成

当

高校デュアルシステム

者

協力企業と連携

し、就

全

業体験、企業実習の受

体

入支援を行った。 し、

計

就業体験、企業実習の

画

受入支援を行った。

令

経

和 6年度　実績 令和

費

 7年度　予定

産業C

区

O、ADによる設備導

分

入、技術開発のための

内

「もの 産業CO、AD

線

による設備導入、技術

事

開発のための「もの

づ

務

くり補助金」「事業再

事

構築補助金」等の導入

業

支援を づくり補助金」

名

「事業再構築補助金」

所

等の導入支援を

行った

　

。須坂創成高校デュア

　

ルシステム協力企業と

属

連 行う。須坂創成高校

施

デュアルシステム協力

　

企業と連携

携し、就業

　

体験、企業実習の受入

策

支援を行った。 し、就

会

業体験、企業実習の受

計

入支援を行う。

予算
科目

科目
事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 髙瀬　英和

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3428

事務事業名 9953 産業連携事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 06013000 強みを活かした新産業の創出

会計 01 一般会計
予算

科目 070102 商工費・商工費・商工業振興費
科目

事業 040000 産業連携事業

事業目的 事業概要・効果 

産業の連携により意欲のある企業の研究開発や販路拡 須坂市の産業構造を自律発展型産業構造へと変換して

大などの支援を積極的に行うことにより、産業の活性 いくため、産業コーディネート・アドバイス事業を実

化を図り、併せて産学官・産学・産産・産学官金の連 施し、意欲のある企業への積極的な支援により、産学

携による新産業の創

内

出を図る。 官金連携に

部

よる新産業創出や研究

評

開発の推進、提案公

募

価

型の研究開発事業の導

【

入と既存補助制度を活

二

用した

支援を行なった

次

。

　2020年度は「

】

ものづくり補助金」な

1

どの申請書作成

支援を

頁

行い、６件が採択され

令

るなどの成果が出てき

和

て

いる。

 

ＰＬＡＮ－

　

ＤＯ

年度実績及び予定

７

令和 2年度　実績 令

年

和 3年度　実績

産業

度

CO,ADによる設備

　

導入、技術開発のため

行

の「もの 産業CO、A

政

Dによる設備導入、技

評

術開発のための「もの

価

づくり補助金」の導入

事

支援を行った。須坂創

業

成高校デ づくり補助金

別

」「事業再構築補助金

シ

」の導入支援を8

ュア

ー

ルシステム協力企業と

ト

連携し、就業体験、企

実

業実 件行った。須坂創

計

成高校デュアルシステ

対

ム協力企業と

習の受入

象

支援を行った。 連携し

評

、就業体験、企業実習

価

の受入支援を行った。

対

 

令和 4年度　実績

象

令和 5年度　実績

産



・開催

算　　式 講座開催回数 単位 回

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 8 8 8 8 8
目 標 値

実 績

指標選定 企業の競争力向上のため、技術者、技能者の基礎知識、応用力を高めるための専門的技術、理論に関する講座

の 理 由 を企画・開催する。一方で次世代技術者、小中学生向けものづくりに関する講座の企画・開催も行う。

最終年度 企業ニーズに会った講座開催により、企業の競争力向上に寄与する。産業の活性化、高度化に向けて継続した

目標の根拠 支援するため。

指 標 名

内

算　　式 単位

年　　度

部

令和 3年度 令和 4

評

年度 令和 5年度 令和

価

 6年度 令和 7年度

【

目 標
目 標 値

実 

二

績

指標選定

の 理 由

次

最終年度

目標の根拠

事

】

業費 （単位：千円）

令

2

和 6年度 令和 7年

頁

度

決　　　算 予　　　

指

算

事業費 26,239

 

34,637

国庫支出

標

金 1,530 6,10

 

7

特 定 都道府県支出

名

金 0 0

財 源 地方債 0

算

0

その他 5,632 5

　

,680

一般財源 19

　

,077 22,850

式

正規職員 1.6 1.9

単

人員数
会計年度（フル

位

） 0.8 0.0
（人）

年

会計年度（パート） 0

　

.0 0.0

正規職員 1

　

1,398.4 13,

度

535.6

人　員 会計

令

年度（フル） 3,56

和

0.0 0.0

コスト 会

 

計年度（パート） 0.

3

0 0.0

計 14,95

年

8.4 13,535.

度

6

市民一人当たりの経

令

費 0.8 0.9

総額 4

和

1,197.4 48,

 

172.6

（単位：千

4

円）

令和 6年度決算

年

　事業費の内訳

主な節

度

金額 内容

講師謝礼18

令

3
7節  報償費 18

和

3

消耗品費52
10節

 

 需用費 52

メーリン

5

グシステム保守管理2

年

8　地域研究開発促進

度

支援事業576　人流

令

デ
12節 委託費 3,

和

574
ータ分析業務2

 

,970

14節 工事

6

請負費 0

産業フェアI

年

N信州負担金1,54

度

3　新技術・新製品開

令

発事業1,830　そ

和

の他　
18節 負担金

 

補助及び交付金 3,5

7

82
209

産業コーデ

年

ィネータ、アドバイザ

度

ー報酬8,676、会

目

計年度任用職員報酬2

 

,5
その他 18,84

標

8
15　旅費429　

目

他 7,228

 標 値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 提案公募型事業の導入件数

算　　式 国、県等の提案公募型事業の導入件数 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 3 3 3 3 3
目 標 値

実 績

指標選定 地域活性化、企業の技術開発のための開発資金を国、県などの提案公募型事業、競争的資金などの外部資金を

の 理 由 有効的に活用することにより産業の活性化および企業の技術開発支援を行う。

最終年度 経済産業省、農林水産省の提案公募型事業の採択件数および企業向け技術開発等補助金「革新的ものづくり・

目標の根拠 商業・サービス開発支援補助金」等の申請書作成支援を行った結果の採択件数。

指 標 名 企業及び次世代技術者向け人材育成講座の企画



委

いるか

産業アドバイザ

託

ー・コーディネータ事

費

業は重要な取組み。瀬

1

増業をはじめ、産業を

4

活性化し、雇用の確保

節

や税

収を上げるなど、

 

より成果を出せるよう

工

工夫する余地がある。

事

評   価

コメント

・

請

事業の成果は上がって

負

いるか

・目標に対する

費

達成度は十分か

有 効

1

 性 ・市民生活上の課

8

題解決に貢献している

節

か 有効

・行政内部の管

 

理上の課題解決に貢献

負

しているか

・事業の目

担

的が達成できるような

金

事業内容になっている

補

か

産業フェアin信州

助

実行委員会負担金が毎

及

年度増加しており、ま

び

たコマ代も増額となっ

交

ている。コマ代を含ん

付

だ

負担金として、見直

金

しの要望を引き続き行

そ

う必要がある。
評  

の

 価
須坂市内には中小

他

企業が多く、新商品や

Ｃ

新技術の開発を市が後

Ｈ

押しし、企業の協力を

Ｅ

高めることが必要。
コ

Ｃ

メント

・成果を落とさ

Ｋ

ずにコストを削減する

個

方法はあるか

効 率 

別

性 ・効率性向上に努め

評

ているか 変わらない

・

価

使用料などの受益者負

項

担や補助対象事業の範

目

囲など、財源確保の余

評

地はないか

産業コーデ

価

ィネータ、アドバイザ

観

ーの役割分担が不明確

点

であり、かつ賃金格差

評

があることから、研究

価

会等の担

当・役割分担

内

の見直しやミッション

容

の明確化により、人員

・

配置等の見直しが必要

市

。
評   価

国、県の

民

補助事業など情報収集

の

を行い、財源確保に努

生

める。
コメント

振り返

命

り（決算年度の取組み

・

課題）

人材不足や収益

財

が上がらない企業が増

産

加している中で、産業

を

コーディネータ、アド

守

バイザーの担う役割は

る

大きい。

研究会会員以

た

外の企業の掘り起こし

め

を行うとともに、研究

市

会等の担当・役割分担

が

の見直し等を行い、適

実

正な人員配置を行

う必

施

要がある。

ＣＯ、ＡＤ

す

間での横の連携を強化

る

することで、企業情報

こ

・課題等の共有を行い

と

、課題解決に向けてよ

が

り効果的なアイデア

・

必

企画立案を行えるよう

要

な場を設けることが重

不

要。

可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼180
7節 

令

 報償費 180

消耗品

和

費84
10節 需用費

 

84

地域研究開発促進

7

支援事業委託料600

年

、専門家派遣事業委託

度

料30、人流ビ
12節

当

 委託費 12,645

初

ッグデータ分析業務委

予

託3,000、中小企

算

業DX推進支援事業委

　

託9,015

14節 

事

工事請負費 0

産業フェ

業

アin信州実行委員会

費

負担金1,543、新

の

技術・新製品開発事業

内

補助
18節 負担金補

訳

助及び交付金 4,15

主

5
金2,000　研究

な

開発等特許化支援事業

節

補助金 400 他2

金

12　

産業コーディネ

額

ータ、アドバイザー報

内

酬　8,688　会計

容

年度任用職員報酬1
そ

7

の他 17,573
,8

節

52　旅費418　農

 

商工観共創支援貸付金

 

5,000　他1,6

報

15

ＣＨＥＣＫ

個別評

償

価

項目 評価観点 評価内

費

容

・市民の生命・財産

1

を守るため市が実施す

0

ることが必要不可欠な

節

事業であるか

・行政内

 

部の管理運営上必要な

需

事業であるか

必 要 

用

性 ・市が主体となり実

費

施すべき事業か 高い

・

1

法的な根拠や公的関与

2

の妥当性はあるか

・目

節

的は結果（施策の目指

 

す理想）に結びついて



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

産業コーディネータ・アドバイザーの存在や各種補助 事業効果を落とさず人的な配置や業務分担の工

内

夫など

事業をPRし、

部

引き続き企業の支援、

評

製造業の人手不足 の余

価

地がある。

の解消、人

【

材確保を図る必要があ

二

る。目的や成果の可

視

次

化から、効率的・効果

】

的に業務を行う体制を

4

整える

。

外部評価

次年

頁

度以降の方向性

外部評

Ａ

価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

開発地の企業誘致を推

規

進した。

〇インター周

完

辺開発に係り、ものづ

了

くり二次用地の土

地利

事

用調整計画変更計画を

業

策定し、企業を支援し

ゼ

た。

令和 6年度　実

ロ

績 令和 7年度　予定

予

○市内特定地域等の空

算

き工場、工業系未利用

事

地の把握 ○市内特定地

業

域等の空き工場、工業

担

系未利用地の把握

に努

当

め、立地希望事業者の

者

ニーズに対応した。 に

全

努め、立地希望事業者

体

のニーズに対応する。

計

○インター周辺開発地

画

の企業誘致を推進し、

経

全ての区 ○企業の立地

費

希望を鑑みながら、新

区

たに開発可能な産

画の

分

誘致を完了した。 業用

内

地、手法等を研究し検

線

討する。

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 北村　貴志

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3423

事務事業名 11714 企業立地推進事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 06013000 強みを活かした新産業の創出

会計 01 一般会計
予算

科目 070102 商工費・商工費・商工業振興費
科目

事業 050000 企業立地推進事業

事業目的 事業概要・効果 

企業を誘致し、地域経済の活性化と雇用の創出を図る インター周辺開発に対し、庁内関係部署と連携を図り

ことで、市財政の健全化や定住人口の増加に繋げる。 ながら県及び関係省庁と農地調整等の課題解決を図り

、企業誘致に繋げた。また、特定地域の空き工場や、

工業系未利用地への企業誘致を推進し、税収の確保と

雇用の

内

創出につながるよう取

部

り組んでいる。

ＰＬＡ

評

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

価

予定

令和 2年度　実

【

績 令和 3年度　実績

二

○特定地域の空き工場

次

や、工業系未利用地へ

】

の企業誘 ○特定地域の

1

空き工場や、工業系未

頁

利用地を把握に努

致を

令

推進した。 めた。

○イ

和

ンター周辺開発計画を

　

推進し、庁内関係課と

７

連携 ○インター周辺開

年

発計画を推進し、庁内

度

関係課と連携

し、土地

　

利用調整計画を策定し

行

、企業の地域経済牽引

政

し、土地利用調整計画

評

を策定し、企業の地域

価

経済牽引

事業計画の策

事

定支援を行った。 事業

業

計画の策定支援を行っ

別

た。

令和 4年度　実

シ

績 令和 5年度　実績

ー

○特定地域の空き工場

ト

や、工業系未利用地を

実

把握し、 ○市内特定地

計

域等の空き工場、工業

対

系未利用地の把握

立地

象

希望企業のニーズに対

評

応できるよう体制を整

価

えた に努め、立地希望

対

事業者との相談に応じ

象

た。

。 ○インター周辺



令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 130,272 401,782

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 31,200 104,000

一般財源 99,072 297,782

正規職員 0.9 0.9
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 6,411.6 6,411.6

人　員 会計年度（フ

内

ル） 0.0 0.0

コス

部

ト 会計年度（パート）

評

0.0 0.0

計 6,4

価

11.6 6,411.

【

6

市民一人当たりの経

二

費 2.6 7.8

総額 1

次

36,683.6 40

】

8,193.6

（単位

2

：千円）

令和 6年度

頁

決算　事業費の内訳

主

指

な節 金額 内容

7節  

 

報償費 0

10節 需用

標

費 0

12節 委託費 0

 

14節 工事請負費 0

名

企業立地振興事業補助

算

金130,125、そ

　

の他80
18節 負担

　

金補助及び交付金 13

式

0,205

旅費67
そ

単

の他 67

位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 産業団地や工業系用途地域への累計立地企業数（用地取得・建物設置、空き工場）

算　　式 企業立地振興事業補助金などの累計交付件数 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 20 25
目 標 値

実 績 5 7 12 20

指標選定 企業誘致を推進し地域経済の活性化や雇用の創出を図る

の 理 由

最終年度 企業との商談及び情報収集する中で、今後の経営方針や業績見通し、工場建物等の現状などから目標を設定

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度



委

につながり、将来

のの

託

財源確保につながった

費

と考える。
評   価

1

コメント

・成果を落と

4

さずにコストを削減す

節

る方法はあるか

効 率

 

 性 ・効率性向上に努

工

めているか 変わらない

事

・使用料などの受益者

請

負担や補助対象事業の

負

範囲など、財源確保の

費

余地はないか

空き工場

1

、土地情報の収集にあ

8

たり、ホームページか

節

らの情報提供を活用す

 

るなど効率化を検討し

負

ていく。

評   価

コ

担

メント

振り返り（決算

金

年度の取組み課題）

企

補

業にとって工場等の新

助

設、増設等には大きな

及

負担が生じる。今後、

び

須坂長野東インター周

交

辺の開発により大きな

付

支出が

見込まれるが、

金

将来の財源確保につな

そ

がる重要な事業である

の

ことから、要綱に基づ

他

き適切に対応、交付し

Ｃ

ていきたい。

ＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

企業立地振興

7

事業補助金401,7

年

82
18節 負担金補

度

助及び交付金 401,

当

782

その他 0

ＣＨＥ

初

ＣＫ

個別評価

項目 評価

予

観点 評価内容

・市民の

算

生命・財産を守るため

　

市が実施することが必

事

要不可欠な事業である

業

か

・行政内部の管理運

費

営上必要な事業である

の

か

必 要 性 ・市が主

内

体となり実施すべき事

訳

業か 高い

・法的な根拠

主

や公的関与の妥当性は

な

あるか

・目的は結果（

節

施策の目指す理想）に

金

結びついているか

企業

額

立地には多額の費用が

内

必要なため、その一部

容

を補助することで、工

7

場等の新設、増設等へ

節

の一助となり、

多大な

 

貢献をしている。
評 

 

  価

コメント

・事業

報

の成果は上がっている

償

か

・目標に対する達成

費

度は十分か

有 効 性

1

・市民生活上の課題解

0

決に貢献しているか 有

節

効

・行政内部の管理上

 

の課題解決に貢献して

需

いるか

・事業の目的が

用

達成できるような事業

費

内容になっているか

企

1

業の立地、新設等に伴

2

い、補助金を適切に交

節

付した。これら補助事

 

業により工場の新設等



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

インター須坂産業団地進出企業などに対し、企業立地 立地企業への支援は引き続き継続していく

内

。

振興事業補助金など

部

により適切な支援を行

評

っていく。 企業立地は

価

市にとって大きなメリ

【

ットが見込まれるの

2

二

025年度から運用を

次

開始した空き工場、空

】

き用地を把 で引き続き

4

企業誘致に取り組んで

頁

いく必要がある。

握す

Ａ

るシステムを活用し、

Ｃ

立地希望事業者にあっ

Ｔ

旋、

情報提供を行う。

Ｉ

外部評価

次年度以降の

Ｏ

方向性

外部評価コメン

Ｎ

ト

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

として墨坂神社から借

規

上げ

４施設の貸出 ４

完

施設の貸出 

了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田　千智

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 4175 勤労者研修センター管理事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050101 労働費・労働諸費・勤労者研修センター費
科目

事業 010000 勤労者研修センター管理事業

事業目的 事業概要・効果 

勤労者に良好な研修活動の場を提供することにより福 　勤労者に研修活動の場を提供するため、「連合長野

祉の向上を図る。 高水地域協議会須高地区連合会」に指定管理者として

管理を委託し、より一層の利用者サービス向上に努め

る。

 効果として、指定管理を行うことで、利用者に寄り

添っ

内

たより効率的で丁寧な

部

きめの細かい施設運営

評

がで

きる。

ＰＬＡＮ－

価

ＤＯ

年度実績及び予定

【

令和 2年度　実績 令

二

和 3年度　実績

１指

次

定管理委託 １指定管理

】

委託

２修繕の実施 ２修

1

繕の実施

３土地借上　

頁

駐車場用地として墨坂

令

神社から借上げ ３土地

和

借上　駐車場用地とし

　

て墨坂神社から借上げ

７

（第１勤労者研修セン

年

ター） （勤労者研修セ

度

ンター）

４施設の貸出

　

 ４施設の貸出 

令和

行

 4年度　実績 令和 

政

5年度　実績

１指定管

評

理委託 １指定管理委託

価

２修繕の実施 ２修繕の

事

実施

３土地借上　駐車

業

場用地として墨坂神社

別

から借上げ ３土地借上

シ

　駐車場用地として墨

ー

坂神社から借上げ

４施

ト

設の貸出 ４施設の貸

実

出 

令和 6年度　実

計

績 令和 7年度　予定

対

１指定管理委託 １指定

象

管理委託

２修繕の実施

評

２修繕の実施

３土地借

価

上　駐車場用地として

対

墨坂神社から借上げ ３

象

土地借上　駐車場用地



　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,524 4,125

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 36

一般財源 3,524 4,089

正規職員 0.2 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,424.8 712.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト

内

会計年度（パート） 0

部

.0 0.0

計 1,42

評

4.8 712.4

市民

価

一人当たりの経費 0.

【

1 0.1

総額 4,94

二

8.8 4,837.4

次

（単位：千円）

令和 

】

6年度決算　事業費の

2

内訳

主な節 金額 内容

7

頁

節  報償費 0

10節

指

 需用費 0

指定管理者

 

委託料　2,915
1

標

2節 委託費 2,91

 

5

14節 工事請負費

名

0

18節 負担金補助

算

及び交付金 0

土地借上

　

料（墨坂神社北側）6

　

09
その他 609

式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 勤労者研修センターの利用者数

算　　式 施設の年間延利用者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
目 標 値

実 績 6,593 7,955 8,038 7,339

指標選定 施設の設置目的が、勤労者に研修活動の場を提供することであるため。

の 理 由

最終年度 利用状況を検証したとき、年間延利用者数10,000人を確保することが妥当であるため。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　



委

容になっているか

　指

託

定管理者によって適正

費

に維持管理が行われ、

1

利用者への丁寧な接遇

4

により利用者からの良

節

い評価に結びつ

いてい

 

る。年間利用者数が増

工

加するよう周知してい

事

区必要がある。
評  

請

 価

コメント

・成果を

負

落とさずにコストを削

費

減する方法はあるか

効

1

 率 性 ・効率性向上

8

に努めているか やや向

節

上

・使用料などの受益

 

者負担や補助対象事業

負

の範囲など、財源確保

担

の余地はないか

　指定

金

管理者により運営する

補

ことで、直営で運営す

助

るよりコストを抑えら

及

れている。今年度使用

び

料の見直しを

実施する

交

ことにより財源確保に

付

努める。
評   価

コ

金

メント

振り返り（決算

そ

年度の取組み課題）

指

の

定管理者による適正な

他

維持管理を継続する。

Ｃ

施設利用者の増加に向

Ｈ

け周知を行う。使用料

Ｅ

の見直しを実施し、財

Ｃ

源確保に努める。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料　200
10節 需

和

用費 200

指定管理者

 

委託料　3315
12

7

節 委託費 3,315

年

14節 工事請負費 0

度

18節 負担金補助及

当

び交付金 0

土地借上料

初

　610
その他 610

予

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

算

目 評価観点 評価内容

・

　

市民の生命・財産を守

事

るため市が実施するこ

業

とが必要不可欠な事業

費

であるか

・行政内部の

の

管理運営上必要な事業

内

であるか

必 要 性 ・

訳

市が主体となり実施す

主

べき事業か 高い

・法的

な

な根拠や公的関与の妥

節

当性はあるか

・目的は

金

結果（施策の目指す理

額

想）に結びついている

内

か

　当該施設は勤労者

容

に研修活動の場を提供

7

するという目的に基づ

節

き勤労者団体に利用さ

 

れ、勤労者の福祉向上

 

に寄与している。また

報

、様々な市民団体にも

償

利用され指定管理者に

費

よって適正に管理運営

1

されている。
評   

0

価
 

コメント

・事業の

節

成果は上がっているか

 

・目標に対する達成度

需

は十分か

有 効 性 ・

用

市民生活上の課題解決

費

に貢献しているか 普通

1

・行政内部の管理上の

2

課題解決に貢献してい

節

るか

・事業の目的が達

 

成できるような事業内



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

指定管理者による適正な維持管理を継続して行ってい 指定管理期間中は、適正な維持管理に努め

内

る。

く。2025年度

部

に次期指定管理者を決

評

定する中で、使用 今後

価

、市として施設の必要

【

性を精査し、譲渡等の

二

可能

料の見直し想定か

次

ら指定管理料や運営方

】

法なども検討 性を検討

4

していく。

していく。

頁

外部評価

次年度以降の

Ａ

方向性

外部評価コメン

Ｃ

ト

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

金、４中小企業退職金

規

共済加入奨励補助金、

完

５自転 給金、４中小企

了

業退職金共済加入奨励

事

補助金、５自転

車駐車

業

場、６労働団体との連

ゼ

絡調整 車駐車場、６労

ロ

働団体との連絡調整

令

予

和 6年度　実績 令和

算

 7年度　予定

１勤労

事

者生活資金（預託、利

業

子補給）、２勤労者住

担

宅 １勤労者生活資金（

当

預託、利子補給）、２

者

勤労者住宅

建設資金融

全

資利子補給金、３勤労

体

者資金融資保証料補 建

計

設資金融資利子補給金

画

、３勤労者資金融資保

経

証料補

給金、４中小企

費

業退職金共済加入奨励

区

補助金、５自転 給金、

分

４中小企業退職金共済

内

加入奨励補助金、５自

線

転

車駐車場、６労働団

事

体との連絡調整 車駐車

務

場、６労働団体との連

事

絡調整

業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田　千智

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 4178 勤労者福祉事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050102 労働費・労働諸費・労働諸費
科目

事業 020000 勤労者福祉事業

事業目的 事業概要・効果 

勤労者が生き生きと働き、実りある生活ができるよう 勤労者生活資金の融資斡旋及び利子補給、中小企業退

、福祉の向上を図る。労働条件・労働環境を正しく把 職金共済加入奨励補助、勤労者住宅建設資金融資利子

握し、勤労者福祉や雇用促進施策に反映させる。 補給等を実施し、勤労者福祉の増進を図る。

駅前自転車駐車場の管理に

内

ついて、関係機関と協

部

力・

連携をしながら整

評

理に努める。

ＰＬＡＮ

価

－ＤＯ

年度実績及び予

【

定

令和 2年度　実績

二

令和 3年度　実績

１

次

勤労者生活資金（預託

】

、利子補給）、２勤労

1

者住宅 １勤労者生活資

頁

金（預託、利子補給）

令

、２勤労者住宅

建設資

和

金融資利子補給金、３

　

勤労者資金融資保証料

７

補 建設資金融資利子補

年

給金、３勤労者資金融

度

資保証料補

給金、４中

　

小企業退職金共済加入

行

奨励補助金、５自転 給

政

金、４中小企業退職金

評

共済加入奨励補助金、

価

５自転

車駐車場、６労

事

働団体との連絡調整 車

業

駐車場、６労働団体と

別

の連絡調整

令和 4年

シ

度　実績 令和 5年度

ー

　実績

１勤労者生活資

ト

金（預託、利子補給）

実

、２勤労者住宅 １勤労

計

者生活資金（預託、利

対

子補給）、２勤労者住

象

宅

建設資金融資利子補

評

給金、３勤労者資金融

価

資保証料補 建設資金融

対

資利子補給金、３勤労

象

者資金融資保証料補

給



年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 127,793 130,490

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 120,000 120,000

一般財源 7,793 10,490

正規職員 0.3 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.5 0.0

内

（人）
会計年度（パー

部

ト） 0.0 1.1

正規

評

職員 2,137.2 1

価

,424.8

人　員 会

【

計年度（フル） 2,2

二

25.0 0.0

コスト

次

会計年度（パート） 0

】

.0 2,504.7

計

2

4,362.2 3,9

頁

29.5

市民一人当た

指

りの経費 2.5 2.6

 

総額 132,155.

標

2 134,419.5

 

（単位：千円）

令和 

名

6年度決算　事業費の

算

内訳

主な節 金額 内容

7

　

節  報償費 0

消耗品

　

43　光熱水費(電気

式

料)167　修繕料3

単

1
10節 需用費 24

位

2

自転車駐車場管理委

年

託225 シルバー人

　

材センター委託387

　

 その他委託料30
1

度

2節 委託費 643

1

令

4節 工事請負費 0

補

和

助金3,435
18節

 

 負担金補助及び交付

3

金 3,435

報酬2,

年

398　職員手当等5

度

57　共済費455　

令

役務費(郵便料等)6

和

4　 貸付金　
その他

 

123,473
120

4

,000

年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 須坂市勤労者互助会の会員数

算　　式 年度末の会員数で比較する 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 1,460 1,460 1,460 1,460 1,460
目 標 値

実 績 1,360 1,333 1,361 1,360

指標選定 須坂市の勤労者の多くは中小企業で働く者であり、労働条件や福利厚生の面で大企業と格差があることから、

の 理 由 中小企業の福利厚生を高め、福祉の向上につなげていただくため。

最終年度 会員の入脱会が常にある中で、令和２年度に会員数1,460人を目標とし設定。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7



委

業の成果は上がってい

託

るか

・目標に対する達

費

成度は十分か

有 効 

1

性 ・市民生活上の課題

4

解決に貢献しているか

節

普通

・行政内部の管理

 

上の課題解決に貢献し

工

ているか

・事業の目的

事

が達成できるような事

請

業内容になっているか

負

中小企業等の勤労者の

費

福祉増進に努めた。

勤

1

労者互助会の会員確保

8

に努めたが、横ばいの

節

状況である。今年度は

 

新規事業所に訪問をす

負

るなど営業活動を
評 

担

  価
行い、会員確保

金

に努める。
コメント

・

補

成果を落とさずにコス

助

トを削減する方法はあ

及

るか

効 率 性 ・効率

び

性向上に努めているか

交

変わらない

・使用料な

付

どの受益者負担や補助

金

対象事業の範囲など、

そ

財源確保の余地はない

の

か

勤労者生活融資利子

他

補給金、勤労者住宅建

Ｃ

設資金融資利子補給金

Ｈ

、中小企業退職金共済

Ｅ

加入奨励補助金は利用

Ｃ

者が減少傾向。
評  

Ｋ

 価
勤労者互助会では

個

全福マガジンを配布し

別

、利用者の福利厚生の

評

向上を図った。
コメン

価

ト

振り返り（決算年度

項

の取組み課題）

勤労者

目

互助会の広報活動、営

評

業活動を実施し会員確

価

保に努める。

勤労者生

観

活融資利子補給などは

点

利用者が減少傾向であ

評

るため、要因を調査し

価

、勤労者のニーズを反

内

映した事業を展開する

容

必要がある。

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品36　光熱水費(電

和

気料)200　修繕料

 

145
10節 需用費

7

381

自転車駐車場管

年

理委託370 放置自

度

転車処理運搬委託60

当

  シルバー人材セン

初

12節 委託費 930

予

ター委託500

14節

算

 工事請負費 0

会議出

　

席負担金5　各種補助

事

金5,300
18節 

業

負担金補助及び交付金

費

5,305

報酬2,4

の

35　職員手当等85

内

5　共済費508　役

訳

務費76　貸付金　1

主

20,000
その他 1

な

23,874

ＣＨＥＣ

節

Ｋ

個別評価

項目 評価観

金

点 評価内容

・市民の生

額

命・財産を守るため市

内

が実施することが必要

容

不可欠な事業であるか

7

・行政内部の管理運営

節

上必要な事業であるか

 

必 要 性 ・市が主体

 

となり実施すべき事業

報

か 高い

・法的な根拠や

償

公的関与の妥当性はあ

費

るか

・目的は結果（施

1

策の目指す理想）に結

0

びついているか

中小企

節

業等の勤労者の福祉増

 

進のために必要な事業

需

である。

自転車駐車場

用

の清掃及び放置自転車

費

管理を委託することに

1

より、整理・清掃が行

2

き届いた自転車駐車場

節

が維持
評   価

でき

 

ている。
コメント

・事



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

勤労者互助会事業は、勤労者福祉の向上のために必要 必要な組織であるが、現在の市が事務局を

内

担うことが

な事業であ

部

る。他市町村の状況も

評

参考に、よりよい事 適

価

正か疑問がある。組織

【

自主運営に向けての検

二

討が必

業内容を検討す

次

る。勤労者生活資金融

】

資斡旋、中小企 要。

業

4

退職金共済加入奨励補

頁

助等を活用し、勤労者

Ａ

福祉の

増進を図る。

外

Ｃ

部評価

次年度以降の方

Ｔ

向性

外部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

用促進・ イドブックの

規

作成、５求人情報の提

完

供、６雇用促進・

早期

了

就労支援事業、７障害

事

者雇用促進奨励金　８

業

ＵＩ 早期就労支援事業

ゼ

、７障害者雇用促進奨

ロ

励金　８ＵＩ

Ｊターン

予

就業移住支援事業　 Ｊ

算

ターン就業移住支援事

事

業　

令和 6年度　実

業

績 令和 7年度　予定

担

１就業相談関連事業、

当

２職業観の早期醸成支

者

援事業、 １就業相談関

全

連事業、２職業観の早

体

期醸成支援事業、

３ゆ

計

めわーくサポートネッ

画

トワークの開催、４企

経

業ガ ３ゆめわーくサポ

費

ートネットワークの開

区

催、４企業ガ

イドブッ

分

クの作成、５求人情報

内

の提供、６雇用促進・

線

イドブックの作成、５

事

求人情報の提供、６雇

務

用促進・

早期就労支援

事

事業、７障害者雇用促

業

進奨励金　８ＵＩ 早期

名

就労支援事業、７障害

所

者雇用促進奨励金　８

　

ＵＩ

Ｊターン就業移住

　

支援事業　 Ｊターン就

属

業移住支援事業　

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田　千智

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 4179 雇用促進事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050102 労働費・労働諸費・労働諸費
科目

事業 030000 雇用促進事業

事業目的 事業概要・効果 

充実した生活の実現を目的に、雇用の確保をするとと 須坂市就業支援センターの運営

もに、働く意欲を持つ市民が、知識や経験を活かし希 求職者を対象とした事業の実施

望する職業に就けることを支援する。 高校生を対象とした就業意識を醸成する事業の実施

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

１就

内

業相談関連事業、２職

部

業観の早期醸成支援事

評

業、 １就業相談関連事

価

業、２職業観の早期醸

【

成支援事業、

３ゆめわ

二

ーくサポートネットワ

次

ークの開催、４企業ガ

】

３ゆめわーくサポート

1

ネットワークの開催、

頁

４企業ガ

イドブックの

令

作成、５求人情報の提

和

供、６雇用促進・ イド

　

ブックの作成、５求人

７

情報の提供、６雇用促

年

進・

早期就労支援事業

度

、７障害者雇用促進奨

　

励金　８ＵＩ 早期就労

行

支援事業、７障害者雇

政

用促進奨励金　８ＵＩ

評

Ｊターン就業移住支援

価

事業　 Ｊターン就業移

事

住支援事業　

令和 4

業

年度　実績 令和 5年

別

度　実績

１就業相談関

シ

連事業、２職業観の早

ー

期醸成支援事業、 １就

ト

業相談関連事業、２職

実

業観の早期醸成支援事

計

業、

３ゆめわーくサポ

対

ートネットワークの開

象

催、４企業ガ ３ゆめわ

評

ーくサポートネットワ

価

ークの開催、４企業ガ

対

イドブックの作成、５

象

求人情報の提供、６雇



年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 5,896 14,669

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 5,550

財 源 地方債 0 0

その他 450 0

一般財源 5,446 9,119

正規職員 0

内

.2 0.3
人員数

会計

部

年度（フル） 0.0 0

評

.0
（人）

会計年度（

価

パート） 1.2 0.9

【

正規職員 1,424.

二

8 2,137.2

人　

次

員 会計年度（フル） 0

】

.0 0.0

コスト 会計

2

年度（パート） 2,7

頁

32.4 2,049.

指

3

計 4,157.2 4

 

,186.5

市民一人

標

当たりの経費 0.2 0

 

.4

総額 10,053

名

.2 18,855.5

算

（単位：千円）

令和 

　

6年度決算　事業費の

　

内訳

主な節 金額 内容

講

式

師謝礼30　
7節  

単

報償費 30

消耗品24

位

10節 需用費 24

1

年

2節 委託費 0

14節

　

 工事請負費 0

安定協

　

会負担金50　企業ｶ

度

ﾞｲﾄﾞ作成100 

令

長野地域若者就職促進

和

協議会負担
18節 負

 

担金補助及び交付金 1

3

,169
金945　受

年

講料14　奨学金返還

度

支援金60

報酬2,5

令

97　職員手当等94

和

5　共済費536　旅

 

費26　通信運搬費(

4

郵便料）57
その他 4

年

,673
　使用料及び

度

賃借料61　償還金及

令

び割引料450

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 就業支援センターの利用者が就職した割合

算　　式 年間相談者に対する就職した方の割合 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 30 30 30 30 30
目 標 値

実 績 5.6 4.3 8.1 9.4

指標選定 就業支援センターの新規利用者数や延相談件数の増減は雇用情勢の変化の影響を強く受け、多いことが良いと

の 理 由 限らない。そのため相談の質を高め、より多くの相談者を就職へと結び付けることを目標とする。

最終年度 相談者の多くが就職困難者であり就職は容易ではないが、平成26年度実績が28.9%であるため30.0%まで向上さ

目標の根拠 せることを目標とする。

指 標 名

算　　式 単位 人



委

校生の市内企業への就

託

業を支援することによ

費

り、市内で誇りをもっ

1

て働く若者を
コメント

4

推進した。

・事業の成

節

果は上がっているか

・

 

目標に対する達成度は

工

十分か

有 効 性 ・市

事

民生活上の課題解決に

請

貢献しているか 普通

・

負

行政内部の管理上の課

費

題解決に貢献している

1

か

・事業の目的が達成

8

できるような事業内容

節

になっているか

年間就

 

業相談者数は増加して

負

いるが、相談者に対す

担

る就職した方の割合は

金

10％に満たない結果

補

である。

相談者の多く

助

が就労に悩みを持ち、

及

精神的面で不調である

び

ため就職は容易ではな

交

いが、引き続き関係機

付

関と連
評   価

携し

金

ながら丁寧な対応を実

そ

施する。
コメント

・成

の

果を落とさずにコスト

他

を削減する方法はある

Ｃ

か

効 率 性 ・効率性

Ｈ

向上に努めているか 変

Ｅ

わらない

・使用料など

Ｃ

の受益者負担や補助対

Ｋ

象事業の範囲など、財

個

源確保の余地はないか

別

託児付きの就労相談を

評

実施し、ハローワーク

価

とは異なる就業支援を

項

実施した。

評   価

目

コメント

振り返り（決

評

算年度の取組み課題）

価

一人でも多くの相談者

観

を就職に結びつけるた

点

めに、関係機関との連

評

携を強化する。

価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼30
7節  

令

報償費 30

消耗品費3

和

0
10節 需用費 30

 

12節 委託費 0

14

7

節 工事請負費 0

安定

年

協会負担金50 企業

度

ｶﾞｲﾄﾞ作成100

当

  長野地域若者協議

初

会負担金945　障
1

予

8節 負担金補助及び

算

交付金 10,386
害

　

者雇用奨励金60  

事

UIJﾀｰﾝ支援金8

業

,800　就職奨学金

費

補助金400 その他

の

31

報酬2,616　

内

職員手当等523　勤

訳

勉手当396　共済費

主

563　旅費29　役

な

務費48
その他 4,2

節

23
 使用料及び賃借

金

料48

ＣＨＥＣＫ

個別

額

評価

項目 評価観点 評価

内

内容

・市民の生命・財

容

産を守るため市が実施

7

することが必要不可欠

節

な事業であるか

・行政

 

内部の管理運営上必要

 

な事業であるか

必 要

報

 性 ・市が主体となり

償

実施すべき事業か 普通

費

・法的な根拠や公的関

1

与の妥当性はあるか

・

0

目的は結果（施策の目

節

指す理想）に結びつい

 

ているか

充実した生活

需

の実現を目的に雇用を

用

確保し、市民が希望す

費

る職業に着けるよう、

1

関係機関と連携を図り

2

ながら

就業相談を行っ

節

た。
評   価

高校生

 

の職業観醸成及び、高



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

就業支援センターでは、悩みや不満など人生相談のよ UIJターン支援金は、移住者が対象であり

内

、移住政策

うなものも

部

あり、多岐にわたって

評

いる。目的である就 と

価

セットと思われる。そ

【

のため雇用促進事業で

二

所管す

職へつなげるた

次

めには、求人情報の充

】

実と人に寄り添 るのは

4

違和感があるため調整

頁

が必要。

った相談支援

Ａ

業務を継続していく必

Ｃ

要がある。地元企

業紹

Ｔ

介事業も継続する。

外

Ｉ

部評価

次年度以降の方

Ｏ

向性

外部評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

人材育成のための各種

規

講習会の開催

２　産業

完

人材育成のための市独

了

自講座の開催 ２　産業

事

人材育成のための市独

業

自講座の開催

３　次世

ゼ

代産業人材育成支援事

ロ

業補助金 ３　次世代産

予

業人材育成支援事業補

算

助金

４　OJT、OF

事

F-JTを支援する補

業

助金 ４　OJT、OF

担

F-JTを支援する補

当

助金

令和 6年度　実

者

績 令和 7年度　予定

全

１　産業人材育成のた

体

めの各種講習会の開催

計

１　産業人材育成のた

画

めの各種講習会の開催

経

２　産業人材育成のた

費

めの市独自講座の開催

区

２　産業人材育成のた

分

めの市独自講座の開催

内

３　次世代産業人材育

線

成支援事業補助金 ３　

事

次世代産業人材育成支

務

援事業補助金

４　OJ

事

T、OFF-JTを支

業

援する補助金 ４　OJ

名

T、OFF-JTを支

所

援する補助金

　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 髙瀬　英和

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3428

事務事業名 5584 産業人材育成事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050102 労働費・労働諸費・労働諸費
科目

事業 040000 産業人材育成事業

事業目的 事業概要・効果 

次世代のものづくり産業を支える人材育成を行うため 産業振興の基礎となる人材育成に主眼をおき、産学官

に、各種講座の開催及び補助金等の支援を行う。 の連携をとりながら、在職者訓練や職業能力開発、子

どもたちにものづくりへの興味を持ってもらうことを

主眼に、各種講座の開催を引き続き進める。

受講者の要望や資格取

内

得、スキルアップが図

部

れる講座

の実施ができ

評

るよう充実を図ってい

価

る。

効果として、もの

【

づくり産業の将来を考

二

えたとき、地

域に「も

次

のづくり」ができる人

】

材を多く育てることが

1

必要であり、最先端の

頁

機械も使う人によって

令

成果が異

なる。機能を

和

引き出せる優秀な人材

　

の養成に結びつく

こと

７

が期待される。

ＰＬＡ

年

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

度

予定

令和 2年度　実

　

績 令和 3年度　実績

行

１　産業人材育成のた

政

めの各種講習会の開催

評

１　産業人材育成のた

価

めの各種講習会の開催

事

２　産業人材育成のた

業

めの市独自講座の開催

別

２　産業人材育成のた

シ

めの市独自講座の開催

ー

３　OJT、OFF-

ト

JTを支援する補助金

実

３　次世代産業人材育

計

成支援事業補助金

４　

対

OJT、OFF-JT

象

を支援する補助金

令和

評

 4年度　実績 令和 

価

5年度　実績

１　産業

対

人材育成のための各種

象

講習会の開催 １　産業



 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,241 6,834

国庫支出金 1,167 2,608

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 317 320

一般財源 1,757 3,906

正規職員 0.1 1.0
人員数

会計年度（フル） 0.1 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 712.4 7,124.0

人　員 会計年度（フル） 445.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,157.4 7,1

内

24.0

市民一人当た

部

りの経費 0.1 0.3

評

総額 4,398.4 1

価

3,958.0

（単位

【

：千円）

令和 6年度

二

決算　事業費の内訳

主

次

な節 金額 内容

講師謝礼

】

814
7節  報償費

2

814
 

消耗品費16

頁

2　燃料費46 印刷

指

製本費46
10節 需

 

用費 254

12節 委

標

託費 0

14節 工事請

 

負費 0

人材能力開発2

名

2　次世代産業人材育

算

成支援200　技術情

　

報センター指定管
18

　

節 負担金補助及び交

式

付金 1,972
理者自

単

主事業補助金1,75

位

0　 

使用料及び賃借

年

料93 役務費67　

　

その他41
その他 20

　

1
 

度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 産業人材育成研修への参加

算　　式 各種講座への年間参加者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 300
目 標 値

実 績

指標選定 多くの産業人材を輩出するため。

の 理 由

最終年度 産業人材を育成するために、500人の参加者数を確保したい。

目標の根拠 なお、平成26年度から所管移行をした講座があるため目標を300人に変更した。

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目



委

め、市が中心となり実

託

施していく必要があ
評

費

   価
る。

コメント

1

・事業の成果は上がっ

4

ているか

・目標に対す

節

る達成度は十分か

有 

 

効 性 ・市民生活上の

工

課題解決に貢献してい

事

るか 普通

・行政内部の

請

管理上の課題解決に貢

負

献しているか

・事業の

費

目的が達成できるよう

1

な事業内容になってい

8

るか

ものづくり人材育

節

成ネットワーク協議会

 

で実施している講座を

負

中心に、企業（製造業

担

）のニーズに合ってい

金

る

か、成果が出ている

補

か等、検証を行い、講

助

座の内容や講師の精査

及

、見直しを行う必要が

び

ある。
評   価

併せ

交

て、受講者数を増やし

付

効果的・効率的に実施

金

する必要がある。
コメ

そ

ント

・成果を落とさず

の

にコストを削減する方

他

法はあるか

効 率 性

Ｃ

・効率性向上に努めて

Ｈ

いるか 変わらない

・使

Ｅ

用料などの受益者負担

Ｃ

や補助対象事業の範囲

Ｋ

など、財源確保の余地

個

はないか

ものづくり人

別

材育成ネットワーク協

評

議会で実施している講

価

座を中心に、企業（製

項

造業）のニーズに合っ

目

ている

か、成果が出て

評

いるか等、検証を行い

価

、講座の内容や講師の

観

精査、見直しを行う必

点

要がある。
評   価

評

併せて、受講者数を増

価

やし効果的・効率的に

内

実施する必要がある。

容

コメント

振り返り（決

・

算年度の取組み課題）

市

人材育成のために必要

民

な講座を開催する。講

の

座内容や講師などを精

生

査し、より効果的・効

命

率的に実施していく必

・

要がある

。

財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼977
7節 

令

 報償費 977
 

消耗

和

品費300 燃料費6

 

0 印刷製本費50　

7

修繕料10
10節 需

年

用費 420

職業観醸成

度

事業1,000 デジ

当

タル人材育成事業2,

初

000　
12節 委託

予

費 3,000

14節 

算

工事請負費 0

人材能力

　

開発120 人材育成

事

50 次世代人材育成

業

200 技術情報セン

費

ター指定
18節 負担

の

金補助及び交付金 2,

内

170
管理者自主事業

訳

補助金1,800

講師

主

旅費47 役務費11

な

8 使用料及び賃借料

節

93　その他9
その他

金

267

ＣＨＥＣＫ

個別

額

評価

項目 評価観点 評価

内

内容

・市民の生命・財

容

産を守るため市が実施

7

することが必要不可欠

節

な事業であるか

・行政

 

内部の管理運営上必要

 

な事業であるか

必 要

報

 性 ・市が主体となり

償

実施すべき事業か 高い

費

・法的な根拠や公的関

1

与の妥当性はあるか

・

0

目的は結果（施策の目

節

指す理想）に結びつい

 

ているか

全国的に人材

需

不足が深刻化しており

用

、企業の成長のために

費

は人材確保・人材育成

1

が重要な課題である。

2

市内は中小企業が多く

節

、企業独自で講座を開

 

催することは難しいた



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

人材育成・人手不足対策として、関連する各種講座の 人材不足は、全産業において共通の課題と

内

なっている

開催や補助

部

金による支援は重要。

評

企業ニーズの調査か 。

価

人材育成は必要不可欠

【

。効果的な支援を今後

二

も継続

ら要望の多い内

次

容を把握し、講座を開

】

催する。また、 してい

4

く必要がある。

講座の

頁

周知等を幅広く行い、

Ａ

受講者数を増やし、人

Ｃ

材

育成等を図る必要が

Ｔ

ある。

外部評価

次年度

Ｉ

以降の方向性

外部評価

Ｏ

コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　実績 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田　千智

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3423

事務事業名 6146 技術情報センター管理運営事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 06013100 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050103 労働費・労働諸費・技術情報センター費
科目

事業 010000 技術情報センター管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

市民と企業ニーズに対応した人材育成を図る。 平成27年度から指定管理者制度を引き続き行い、産業

支援・人材育成・行政情報の管理機能を有するセンタ

ーを適正に管理運営し、利用者が快適に利用できる環

境を整える。効果として、市民のＩＴスキルアップと

企業ニーズに対応した人材育

内

成の拠点となることが

部

期

待される。

ＰＬＡＮ

評

－ＤＯ

年度実績及び予

価

定

令和 2年度　実績

【

令和 3年度　実績

１

二

指定管理者制度の実施

次

１指定管理者制度の実

】

施

２施設の貸出 ２施設

1

の貸出

令和 4年度　

頁

実績 令和 5年度　実

令

績

１指定管理者制度の

和

実施 １指定管理者制度

　

の実施

２施設の貸出 ２

７

施設の貸出

令和 6年

年

度　実績 令和 7年度

度

　予定

１指定管理者制

　

度の実施 １指定管理者

行

制度の実施

２施設の貸

政

出 ２施設の貸出

評価事業別シート

実計対象 評価対象



標 値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費 12,700 12,947

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 12,700 0

一般財源 0 12,947

正規職員 0.2 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規

内

職員 1,424.8 7

部

12.4

人　員 会計年

評

度（フル） 0.0 0.

価

0

コスト 会計年度（パ

【

ート） 0.0 0.0

計

二

1,424.8 712

次

.4

市民一人当たりの

】

経費 0.3 0.3

総額

2

14,124.8 13

頁

,659.4

（単位：

指

千円）

令和 6年度決

 

算　事業費の内訳

主な

標

節 金額 内容

7節  報

 

償費 0

10節 需用費

名

0

指定管理者委託料1

算

2,700
12節 委

　

託費 12,700

14

　

節 工事請負費 0

18

式

節 負担金補助及び交

単

付金 0

その他 0

位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 6年度 令和 7年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 6年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 技術情報センターの年間延利用者数

算　　式 年間延利用者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
目 標 値

実 績 6,587 5,611 5,495 6,936

指標選定 施設の目的がＩＴ機器を利用した産業支援、テレワーカー等情報技術を活用できる人材の育成、産業人材の育

の 理 由 成及び各種行政情報を発信する市民サービス等の提供であるため。

最終年度 施設の現状を検証する中で年間延利用者数7,000人を確保したい。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 



委

施設の利用者数を増や

託

す取り組みとして自主

費

事業を積極的に実施し

1

、また、インター周辺

4

の事業所へ研修等で

の

節

利用を促進した結果、

 

利用者数が増加したが

工

目標値には達さなかっ

事

た。
評   価

コメン

請

ト

・成果を落とさずに

負

コストを削減する方法

費

はあるか

効 率 性 ・

1

効率性向上に努めてい

8

るか 変わらない

・使用

節

料などの受益者負担や

 

補助対象事業の範囲な

負

ど、財源確保の余地は

担

ないか

経費削減に努め

金

ながら施設の運営を行

補

った。

評   価

コメ

助

ント

振り返り（決算年

及

度の取組み課題）

廃止

び

に向け検討をしていく

交

。

付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 7

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料247
10節 需用

和

費 247

指定管理者委

 

託料12,700
12

7

節 委託費 12,70

年

0

14節 工事請負費

度

0

18節 負担金補助

当

及び交付金 0

その他 0

初

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

予

目 評価観点 評価内容

・

算

市民の生命・財産を守

　

るため市が実施するこ

事

とが必要不可欠な事業

業

であるか

・行政内部の

費

管理運営上必要な事業

の

であるか

必 要 性 ・

内

市が主体となり実施す

訳

べき事業か やや低い

・

主

法的な根拠や公的関与

な

の妥当性はあるか

・目

節

的は結果（施策の目指

金

す理想）に結びついて

額

いるか

　指定管理者に

内

よる適正な維持管理を

容

行っているが、カフェ

7

等でもWi－Fi環境

節

も整い、どこでもパソ

 

コン等が

利用できるよ

 

うになったことから、

報

施設の役割は果たした

償

と考え、今年度廃止に

費

向け検討していく。
評

1

   価

コメント

・事

0

業の成果は上がってい

節

るか

・目標に対する達

 

成度は十分か

有 効 

需

性 ・市民生活上の課題

用

解決に貢献しているか

費

普通

・行政内部の管理

1

上の課題解決に貢献し

2

ているか

・事業の目的

節

が達成できるような事

 

業内容になっているか



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 統合・終了 次年度以降の方向性 統合・終了

総合評価コメント ２次評価コメント

施設の役割は果たしたと考え、2025年度をもって廃止 用途としてのニーズは低く廃止の方針。

する方針。

外部評価

内

次年度以降の方向性

外

部

部評価コメント

評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


